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医療機関等の行う高額投資に係る消費税負担の状況把握に関する調査専門チーム 

報告 

 

平成 24年 10月 31日 

 

 

中央社会保険医療協議会の診療報酬調査専門組織・医療機関等における消費税負担に関する分

科会において、医療機関等の行う高額投資に係る消費税負担の状況について、予備的調査を行い、

今後実施する本調査における調査事項の把握、課題の整理及び調査票・調査方法等の検討を行う

ため、医療機関等の行う高額投資に係る消費税負担の状況把握に関する調査専門チーム（以下「調

査専門チーム」）が設置された（別紙：メンバー名簿）。 

これまで、第 1回（平成 24年 9月 26日）、第 2回（同年 10月 9日）、第 3回（同年 10月 24

日）と計 3 回に亘って議論を行ったところ、調査専門チームとして、以下のとおり本調査を実施

するのが適当ではないかとの結論を得たので、報告する。 

 

 

Ⅰ 設備投資等に関する趨勢の分析（43医療機関等のデータから読み取れる傾向） 

調査専門チームでは、医療機関等における設備投資等の状況に関し、医療機関等 43施設（病

院 13施設、一般診療所 10施設、歯科診療所 10施設、薬局 10施設）の設備投資等について、

それぞれ平成 23年度の固定資産台帳に記載されている平成 14年 4月から平成 24年 3月まで

の 10 年分のデータのほか、追加的に各種データを収集し、以下のとおり、その趨勢の分析を

行った。 

 

１．総取得価額及び総件数で見た全般的な傾向（固定資産台帳から得たデータ） 

病院 1は、一般診療所、歯科診療所及び薬局 2

                                                   
1 病院においては、総取得価額は、3施設が100億円を超えるほか、ほとんどの施設が10億円以上であり、総

件数は、最も多い施設が3,338件、最も少ない施設でも108件である。 

と比較して、過去 10年間における総取得価額

及び総件数ともに圧倒的に規模が大きい（表 1）。また、病院、一般診療所、歯科診療所及び薬

局のいずれにおいても、施設ごとの総取得価額と総件数には概ね比例関係があると言える状況

になっている（図 1）。 

2 一般診療所、歯科診療所及び薬局においては、総取得価額は、最も高額で約2億円、中心となるのは1,000万

円以上6,000万円未満であり（1,000万円未満は7施設）、総件数は、最も多い施設で187件、中心となるのは

10数件から 60件未満、最も少ない施設は2件である。 

診調組 税－２－１ 

２４．１０．３１ 

 

中医協 総－４－１ 

２４．１１．２８ 

 

中医協 総－１－１ 

２４．１２．１９ 
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（表1）平成14年4月～24年3月の間に取得された資産の施設ごとの総取得価額及び総件数 

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。 
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（図1）施設ごとの総件数・総取得価額の分布 

 

 

 

２．1件当たり取得価額で見た傾向（固定資産台帳から得たデータ） 

過去 10 年間における資産の取得状況について、1 件当たり取得価額で見ると、病院 3は、1

億円以上を含め相対的に金額の高いものを多数有する一方、総件数では相対的に少額な 500万

円未満のものが大部分を占めている。一般診療所、歯科診療所及び薬局 4

なお、病院における 1件当たりの取得価額が 1億円以上のものは、25億円以上 30億円未満

が 1件、15億円以上 20億円未満が 3件、5億円以上 10億円未満が 8件、1億円以上 5億円未

満が 94件となっており、資産種別では「建物（※）」「器械備品（※）」に集中している（表 3）。 

は、1億円以上のもの

は薬局に 1件、5,000万円以上 1億円未満のものは歯科診療所に 1件及び薬局に 1件あるのみ

であり、病院と比較して取得価額の高い資産が少ない（表 2）。 

（表2）平成14年4月～24年3月の間に取得された階級区分（一件当たり取得価額）ごとの資産の状況（その1） 

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。 

 
                                                   
3 病院においては、1件当たり1億円以上の資産が総件数の0.7％であるのに対し（ただし、総取得価額ベース

では全体の45％弱）、1件当たり500万円未満の資産が総件数の88％を占めている。 
4 一般診療所、歯科診療所及び薬局においては、いずれの施設も500万円未満の資産が総件数の90％以上を占

めている。 
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（表 3）平成 14年 4月～平成 24年 3月に取得された階級区分（1件当たり取得価額）ごとの資産の状況（その 2）

（相対的に高額な資産に着目） 

※「建物」には付属設備を、「構築物」には駐車場・倉庫等を、「器械備品」には医療用器械備品とその他

器械備品を含む。 

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。 
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３．資産種別で見た傾向（固定資産台帳から得たデータ） 

過去 10年間における施設ごとの設備投資等を固定資産台帳上の記載に応じて「建物（※）」「構

築物（※）」「器械備品（※）」「車両」「ソフトウェア」「その他」の資産種別に区分すると、病院 5

一般診療所、歯科診療所及び薬局

は、いずれの施設においても「建物」「構築物」「器械備品」に大きな金額を投資しており、一

件当たり取得価額では「建物」の取得価額が、件数では「器械備品」の件数が大きくなってい

る。 
6

（表4）平成14年4月～平成24年3月に取得された資産種別ごとの状況 

においては、「建物」「構築物」については相対的に大き

な金額を投資している施設と全く投資していない施設が混在している。一方、「器械備品」に

ついては件数・金額にばらつきはあるものの、どの施設も一定の投資をしている（表 4）。 

※「建物」には付属設備を、「構築物」には駐車場・倉庫等を、「器械備品」には医療用器械備品とその他

器械備品を含む。 

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。 

 

                                                   
5 「建物」は、約4,800万円～約62億円、42件～227件。「構築物」は、約150万円～約3億7,000万円、1件

～27件。「器械備品」は、約1,900万円～約76億 7,500万円、28件～3,191件。 
6  「建物」は、最も高額で約1億2,000万円、最も多い施設で23件。「構築物」は、最も高額で約990万円、

最も多い施設で14件。「器械備品」は、42万円～約1億7,400万円、1件～156件。 
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４．社会保険診療（調剤）収入と資産の総取得価額との関係について（固定資産台帳から得たデ

ータ、総収入・保険診療（調剤）収入のデータは平成 23年度分のみ追加入手） 

資産の総取得価額が社会保険診療（調剤）収入に占める割合（相対率）で線引きする考え方

（後述Ⅱの１．（２）参照）について議論があったことから、社会保険診療（調剤）収入と資

産の総取得価額の関係について調査した。ここでは、資産の総取得価額については、総収入に

社会保険診療（調剤）収入が占める割合（平成 23年度分。以下「保険診療（調剤）収入割合」

という。）を乗ずる処理をした。 

（１）平成 23年度の保険診療（調剤）収入割合 

病院、一般診療所、歯科診療所及び薬局いずれも概ね 80％台以上であり、特に薬局は

平均値が 98％とほぼ 100％に近くなっている（なお、一般診療所の中には、保険診療（調

剤）収入割合が相対的に低い施設がある。）（表 5の「Ｂ÷Ａ」の欄参照）。 

（２）資産の総取得価額が社会保険診療（調剤）収入に占める割合（相対率）の過去 10 年の

「平均値」 

過去 10年間の資産の総取得価額の社会保険診療（調剤）収入に対する割合の「平均値」

を見ると、資産の総計では、病院及び歯科診療所は 4.5％前後、一般診療所及び薬局は 2％

前後となっている。資産の種別ごとでは、病院、歯科診療所及び薬局は「建物」及び「器

械備品」の割合が相対的に大きく、一般診療所は「器械備品」の割合が相対的に大きい（表

5）。 

（３）資産の総取得価額が社会保険診療（調剤）収入に占める割合（相対率）の過去 10 年の

「年次推移」 

過去 10 年間の資産の総取得価額の社会保険診療（調剤）収入に対する割合の「年次推

移」をそれぞれについて見ると、以下のとおりである（図 2～図 5）。 

・ 病院は、総計では、年度によっては 50％に達するものがある一方、10％以内に収まっ

ているケースが大半を占めている。「建物」のみを取り出した場合には、40％に達するも

のがある一方、5～10％以内に収まるケースが大半であり、「器械備品」のみを取り出し

た場合には、20％に達するものがある一方、5％程度に収まるケースが大半である（図 2）。 

・ 一般診療所は、「建物」についての投資があった場合には全体の率が 30％程度に跳ね上

がるケースがあり、また、「器械備品」に対する投資により 15％程度に跳ね上がるケース

があるが、全体的には 10％程度に収まるケースが大半である（図 3）。 

・ 歯科診療所は、「建物」を新築したケースが 2 件ほどあり、振れ幅が大きくなっている

（図 4）。 

・ 薬局は、「建物」についての投資があった場合に比率が跳ね上がっているが、全体的に
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は 5％程度に収まるケースが大半である（図 5）。 
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（表5）平成23年度の総収入及び社会保険診療（調剤）収入と、平成14年4月～平成24年3月に取得された資産

種別ごとの投資額との関係（その1） 

※「建物」には付属設備を含み、「器械備品」には医療用器械備品とその他器械備品を含む。 

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。 

※控除対象外消費税の状況を把握するに当たり、当該資産の用途について、消費税が非課税である社会保

険診療（調剤）の場合と、その他の課税されるサービスの場合とを区分し、後者に係る投資額部分を除く

必要がある。このため、年間平均とするため10年分の取得価額総額を10で割った上で、総収入に社会保

険診療（調剤）収入が占める割合（保険診療収入割合）を乗じた。 

 

（単位：千円） 
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（図2）社会保険診療収入に占める投資の割合の推移（病院） 

※平成 23年度の保険診療（調剤）収入に対する各年度の投資額の割合。投資額は、実際の取得価額に保

険診療（調剤）収入割合を乗じたものとした。以下図5まで同じ。  

※土地の取得は消費税非課税であるため計上していない。以下図5まで同じ。 

 

 

 

 

（図3）社会保険診療収入に占める投資の割合の推移（一般診療所） 
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（図4）社会保険診療収入に占める投資の割合の推移（歯科診療所） 

 

 

 

308.8％ 140.4％

 

215.2％ 
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（図5）社会保険調剤収入に占める投資の割合の推移（薬局） 

 

 

 

 

５．その他の留意点等（固定資産台帳から得たデータ、追加入手したデータ） 

（１）リース契約や賃貸契約 7、建物等の修繕 8や、30万円以下の少額な資産 9

                                                   
7 総取得価額に占めるリース契約及び再リース契約の平均割合は、病院及び歯科診療所が約5％、一般診療所が

約 18％、薬局が約15％。賃貸借契約の割合は、病院が約2％、一般診療所が約18％、歯科診療所が約1％、薬

局が約230％（薬局は、賃貸借契約全期間の賃貸料を一括して計上しているものを含んでいる）。 

については、会計

上「固定資産」ではなく、経常的な「費用」として処理する場合がある。リース及び再リー

ス契約、賃貸契約の契約総額の資産の総取得価額に対する割合は、特に一般診療所及び薬局

において非常に高くなっている（表 6）。他方、修繕費や少額資産の「費用」処理について

は、資産の総取得価額の概ね 1％未満となっている（表 7、表 8）。ただし、リース契約及び

賃貸契約の総額については平成24年9月26日現在で有効な契約に係るもののみについての

データであり、修繕費及び少額資産については、過去 3年分のみのデータであることに留意

が必要である。 

8 総取得価額に占める「費用」処理したケースの契約金額の平均割合は、病院が0.3％、一般診療所が0.1％、

歯科診療所が0.7％、薬局が1.8％。 
9 総取得価額に占める「費用」処理したケースの契約金額の平均割合は、病院が0.1％、一般診療所が1.4％、

歯科診療所が0.6％、薬局が0.4％。 
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（表6）リース契約及び賃貸契約の状況 

■設問：平成24年9月26日現在、賃貸契約やリース契約により保有している土地（※）・建物・物品で、固

定資産台帳に掲載されていないものがありますか。ある場合、その詳細についてお答えください。 

※土地の取得は消費税非課税であるため集計からは除いている。 

■回答状況（○：該当あり、×：該当なし、－：未回答）   
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（表7）費用処理（建物・付属設備の修繕）の状況 

■設問：平成21年4月～平成24年 3月までの期間に行った建物及び付属設備資産に係る修繕のうち、減価

償却せず（固定資産台帳に掲載せず）、経費処理したものがありますか。ある場合、その詳細につ

いてお答えください。 

■回答状況（○：該当あり、×：該当なし、－：未回答）   
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（表8）費用処理（少額資産）の状況 

■設問：建物修繕の設問で回答いただいたものを除き、平成21年4月～平成24年3月までの期間に、本来、

固定資産として計上すべきもののうち、税法の優遇措置その他の理由のため、購入時に費用処理し、

固定資産台帳に記載していない資産がありますか。ある場合、その詳細についてお答えください。 

■回答状況（○：該当あり、×：該当なし、－：未回答）   
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（２）国や地方自治体等からの補助金の状況について調査したところ、補助金を受けた施設は

病院に多く、当該施設における資産の総取得価額に占める補助額の割合は 5％未満のものが

多い。回答のあった全ての施設の資産の総取得価額との関係では、病院が 3.4％であるほか

は、いずれも 1％未満である。 

（表9）補助金の状況 

■設問：平成14年4月～平成24年3月までの期間に、補助金を利用して取得した資産がありますか。ある

場合、その詳細についてお答えください。 

■回答状況（○：該当あり、×：該当なし、－：未回答）   
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（３）現物寄付を受ける形で取得した資産について調査したところ、該当する施設は病院に 3

施設があるのみであり、総取得価額に占める該当資産額の割合も病院が 0.1％となっている

のみである。 

（表10）現物寄付の状況 

■設問：平成14年4月～平成24年3月までの期間に、固定資産の現物寄付を受けたことがありますか。あ

る場合、その詳細についてお答えください。 

■回答状況（○：該当あり、×：該当なし、－：未回答）   
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（４）同じ種別の資産であっても、施設間で、取得時の購入価格（単価）の水準に差異がある。

過去 10年間に新築した「建物」について調査したところ、その用途は病棟、職員宿舎等様々

であるが、平米単価は約 12万円から約 36万円まで幅がある。 

（表11）建築単価の状況（過去10年間に新築した建物があるかどうか） 

■設問：平成14年4月～平成24年3月までの期間に、新築した建物資産がありますか。ある場合、その詳

細についてお答えください。 
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Ⅱ 今後実施する本調査の調査項目を特定するための議論 

 

１．「高額投資」の範囲について 

「高額投資」については、今後実施する本調査における調査項目を特定する観点から、その

対象範囲についてある程度のイメージを持つ必要があり、その観点から各委員の持つイメー

ジについてコメントが行われた（調査専門チームにおいて対象範囲を絞り込む意図を持って

議論を行ったものではない）。 

 

（１）1件の取得価額（絶対額）で線引きする考え方について 

① 「高額投資」の「高額」のイメージについては、例えば 5 億円以上の資産、というよう

な形で、1件の取得価額（絶対額）で線引きする考え方があるのではないか。 

② 「絶対額」で線引きする考え方に関しては、単に取得価額だけではなく、対象となる資

産について、 

・資産種別（固定資産台帳上の「建物」「器械備品」などの区分）で限定する考え方や、 

・資産の機能、内容（特定の医療機器など）で限定する考え方や、 

・資産の耐用年数で限定する考え方 

などがありうるのではないか。 

③ 建物や医療機器等について、標準的な価額を設定し、それを何らかの対応をする上での

上限とする考え方があるのではないか。 

④ 絶対額で線引きする考え方に対しては、一般診療所や歯科診療所においては数百万、数

十万レベルの資産も「高額」との受け止めになるのではないか。 

 

（２）資産取得総額が社会保険診療（調剤）収入に占める割合（相対率）で線引きする考え方に

ついて 

①（一般診療所や歯科診療所においては数百万、数十万レベルの資産も「高額」との受け止

めになるのではないか、との認識から、）ある年度の資産取得総額が社会保険診療（調剤）

収入に対する割合が一定水準を超える場合に措置の対象とする、というような、「相対率」

で線引きする考え方があるのではないか。 

②（①の考え方に関して、）病院、診療所といった施設の類型によって費用構造が大きく異な

るため、施設類型ごとに異なる率で線引きする、という考え方がありうるのではないか。 

③ 相対率で線引きする考え方については、「高額」という言葉の理解の仕方として、一般国

民の感覚に合致するのかどうか。 

 

２．固定資産台帳上把握不可能な「投資的」経費について 

今回の予備的調査は、基本的に医療機関等から提供を受けた固定資産台帳上のデータに基

づいて行ったものであるが、例えば 

・医療機器等をリースや賃貸で保有している場合のリース料、賃料 

・建物の修繕費 
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・額が小さい投資 

については、必ずしも固定資産台帳に計上されず、「費用処理」されるケースがあるが、こう

したケースを「高額投資に関する措置」の対象とするかどうかは検討が必要なのではないか。 

※ 上記の投資的な経費が、固定資産台帳に計上されている資産の取得価額総額との関係

で、どの程度の規模となっているかについて把握するために、別途の調査を行ったとこ

ろである（調査の結果については、上記Ⅰの５．（１）を参照）。 

 

３．補助金や現物寄付により取得した資産について 

補助金を受けて購入した資産や、現物寄付により取得した資産については、該当部分につ

いては医療機関等に消費税負担が発生しないはず。 

※ 補助金や現物寄付の額が、資産の取得価額総額との関係で、どの程度の規模となって

いるかについて把握するために、別途の調査を行ったところである（調査の結果につい

ては、上記Ⅰの５．（２）及び（３）を参照）。 

 

４．調査専門チームで認識された論点（医療機関等における消費税負担に関する分科会又は社会保

障審議会医療保険部会での検討が想定されるもの） 

（１）高額投資の対象範囲を特定するための線引きを、１件の取得価額の絶対額で行うか、年間資

産取得総額の社会保険診療（調剤）収入に対する割合で行うか。 

（２）高額投資の対象範囲を、資産の種別や機能等に着目して特定すべきかどうか。 

（３）高額投資の対象範囲を、資産の種別や機能等に着目して特定するとした場合、その価額に関

して、標準的な価格を何らかの形で設定し、それを上限として対応するかどうか。 

（４）施設類型別（病院、一般診療所、歯科診療所、薬局）で区分して対象範囲を設定するかどう

か。 

（５）固定資産台帳に計上されず費用処理されているリース契約、賃貸契約、修繕及び少額資産を

どのように取扱うか。 

 

 



20 
 

Ⅲ 調査手法（案） 

「高額投資」の対象範囲については様々な考え方があり得るところであるが、今後行う本調

査においては、今後の医療機関等における消費税負担に関する分科会等における「高額投資」

の範囲についての議論のベースとなるデータを、できる限り幅広く把握することが本来的には

求められている。他方、調査項目が多くなり過ぎると、調査票への回答率が低下し、十分な回

答数を得ることができなくなる恐れがある。 

以上のような制約があることを踏まえ、調査専門チームとしては、以下の手法により本調査

を実施すべきではないかとの結論に至った。 

 

１．調査データ入手方法 

医療機関等に対して、①直近の事業年（度）に係る固定資産台帳のデータ、②調査票に対す

る回答、の提出を依頼する。 

固定資産台帳のデータから得られる情報は本調査の受託業者が整理・集計することとし、本

調査において必要なデータはできる限り固定資産台帳のデータから入手する。医療機関等に対

し回答の記入に係る作業負担を求める調査票で取得する情報は、固定資産台帳のデータからは

得られないもののみに絞り込む。 

  

２．調査項目 

 

（１）固定資産台帳で取得する情報 

項目 理由 集計に係る負担 

階級区分別の資産の取

得価額（過去 5年の年度

別） 

「高額投資」の対象範囲について、単純に資産

の総取得価額によって「区分」することの是非

が議論される可能性があるため。 

小 

資産の総取得価額（過去

5年の年度別） 

「高額投資」の対象範囲について、社会保険診

療（調剤）収入に対する資産の総取得価額の割

合によって「区分」することの是非が議論され

る可能性があるため。 

小 

資産種別（※）ごとの資

産の取得価額（過去 5

年の年度別） 

※「建物」「構築物」「器械備品」

「ソフトウェア」等 

「高額投資」の対象範囲について、固定資産台

帳に記載されている資産種別に着目して「区分」

することの是非が議論される可能性があるた

め。 

小 

耐用年数ごとの資産の

取得価額（過去 5年の年

度別） 

「高額投資」の対象範囲について、固定資産台

帳に記載されている耐用年数に着目して「区分」

することの是非が議論される可能性があるた

め。 

小 
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（２）調査票で取得する情報 

① 基本データ（「開設者」の種別、「開設者変更の状況」、「病床の状況」等のほか以下の項目） 

項目 理由 回答に係る負担 

社会保険診療（調剤）収

益額 

（直近の３事業年度） 

・「高額投資」を特定するための線引きが、社会

保険診療（調剤）収入に対する資産の総取得価

額の割合とされる可能性があるため。 

・保険診療（調剤）収入割合を算出するため。 

小 

総収益額・医業収益額 

（直近の３事業年度） 

保険診療（調剤）収入割合を算出するため。 小 

② 設備投資の状況 

項目 理由 回答に係る負担 

医療機器等の分類ごと

の資産の取得価額（過去

5年の年度別） 

「高額投資」の基準を設ける際に、医療機器等

の分類に着目して「区分」される可能性がある

ため。 

大 

新築した建物の平米単

価等（過去 5 年の年度

別） 

建設費について、標準的な価格を設定し、対応

の上限とする考え方があるのではないかとの意

見があったため。 

中 

リース契約・賃貸契約に

より保有する資産のリ

ース料・賃貸料総額（過

去 5年の年度別） 

固定資産台帳上把握不可能な「投資的」経費に

ついて、「高額投資に関する措置」の対象とする

かどうか検討が必要なのではないかとの意見が

あったため。 

中 

固定資産台帳に計上さ

れていない建物・付属設

備修繕の契約金額（過去

3年の年度別） 

固定資産台帳上把握不可能な「投資的」経費に

ついて、「高額投資に関する措置」の対象とする

かどうか検討が必要なのではないかとの意見が

あったため。 

中 

補助金を利用して取得

した資産の取得価額・補

助額（過去 5 年の年度

別） 

消費税の実際の負担額を明確にする観点から、

補助金を利用して取得した資産についての対応

に関する議論があったため。 

中 

 

（参考）該当する金額の比率が小さいため本調査では対象としない項目 

項目 理由 

固定資産台帳に計上され

ていない少額資産の取得

価額 

会計上「費用処理」されている少額資産についての対応に関する

議論があった。 

現物寄付を受ける形で取

得した資産の取得価額 

消費税の実際の負担額を明確にする観点から、現物寄付を受ける

形で取得した資産についての対応に関する議論があった。 
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３．調査対象及び客体数 

（１）調査対象 

社会保険による診療・調剤を行っている全国の病院、一般診療所、歯科診療所及び保険薬

局を対象とする。 

（２）客体数 

病院、一般診療所、歯科診療所及び保険薬局それぞれ約 1,000施設程度、合計約 4,000施

設程度に依頼する。 

 

４．調査方法 

（１）固定資産については、直近に終了した事業年（度）の固定資産台帳について原則エクセル

形式での提出を求め、過去 5年のうちに取得した固定資産を抽出する。 

（２）その他の調査内容については、調査票による調査とする。 

 

５．集計 

データの集計については、「高額投資」の範囲についての様々な考え方に応じて、対象とな

る投資の件数ベースや金額ベースでの比率を把握することが可能になるように、以下のとおり

の集計を行う。 

（１）取得価額による階級区分別に把握 

① 単純に取得価額のみに着目した集計（表 1（2頁）・表 2（3頁）のイメージ） 

② 建物、構築物、器械備品等、資産の種類別の集計（表 3（4頁）・表 4（5頁）のイメージ） 

③ 耐用年数別の集計 

④ 医療機器・調剤用機器・医療情報システムの分類別の集計 

（２）施設単位での年度ごとの資産の総取得価額の社会保険診療（調剤）収入額に対する比率を、

階級区分別に把握 

（３）リース契約・賃貸契約の状況（表 6（11頁）のイメージ） 

（４）費用処理されている建物等の修繕の状況（表 7（12頁）のイメージ） 

（５）補助金の状況（表 9（14頁）のイメージ） 

（６）建築単価の状況（表 11（16頁）のイメージ） 

 

６．スケジュール 

（１）調査開始時期：平成 25年 1月中旬目途 

【理由】厚生労働省と受託業者との契約に係る諸手続き（外部審査含む）に、最短でも本年 12

月中旬頃までかかる。また、年末を控えた時期の調査票等の発送は、受け取る医療機関

等側の負担となるほか、年末・年始をまたぐことで回答率が低下するおそれがある。 

（２）受託業者から厚生労働省に対する報告時期：平成 25年 3月末目途 

【理由】平成 25年 1月中旬までに調査票等を発送、医療機関等における回答作成作業等に 3週

間程度、医療機関等からの回答等の提出を受けて受託業者が行う整理・集計作業に 2か

月弱程度を想定。 
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医療機関等の行う高額投資に係る消費税負担の状況把握に関する 

調査専門チームメンバー名簿 

 

 

 ◎石井 孝宜  石井公認会計士事務所    

伊藤 数馬  虎の門病院事務部長  

  伊藤 伸一  日本医療法人協会副会長  

加藤 進治  パナソニック健保組合常務理事 

近藤 正明  アーツ税理士法人  

  中村 勝文  日本歯科医師会税務委員会委員長  

  西田 大介  西田公認会計士事務所 

  三上 裕司  日本医師会常任理事 

 

（◎：チーム座長） 

 

別紙 
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医療機関等の設備投資に関する調査

調査票（案）

（提出期限：平成25年○月○日）

施設名

記入者氏名 部署

電話番号
市外局番

－ － （内線　　　　　）

連絡先 ＦＡＸ番号 － －

e-mail ＠

　

2012/10/19　Ver3

診調組 税－２－２改 

２４．１０．３１ 

中医協 総－４－２改 

２４．１１．２８ 

中医協 総－１－２ 

２４．１２．１９ 
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第１　基本データ

 １　貴施設の開設者　（平成２４年●月●日現在、該当する番号を記入してください。）

１　国立 　　２　公立 　　 　３　公的　　　 　４　社会保険関係　　５　医療法人　　６　社会医療法人　　　　 　　

７　個人　　８　会社法人　　９　私立学校法人　　１０　社会福祉法人　　１１　その他の法人

※ １ 国立 ：独立行政法人、国立大学法人。

２ 公立 ：都道府県立、市町村立、地方独立行政法人。

３ 公的 ：日赤、済生会、北海道社会事業協会、厚生連、国民健康保険団体連合会。

４ 社会保険関係

５ 医療法人 ：医療法第39条の規定にもとづく医療法人。ただし社会医療法人は除く。

６ 社会医療法人 ：医療法第42条の２の規定にもとづく医療法人。

８ 会社法人 ：会社法第2条第1項の規定にもとづく会社（株式会社、合名会社、合資会社又は合同会社）。

９ 私立学校法人 ：私立学校法第3条の規定にもとづく私立学校法人

１０ 社会福祉法人 ：社会福祉法第22条の規定にもとづく社会福祉法人

 ２　開設者変更の状況　　（該当がない場合は記載する必要はありません。）

・平成18年4月～平成24年3月までの間に、開設者の変更があった場合、その年月 年 月

・従前の開設者

１　国立 　　２　公立 　　 　３　公的　　　 　４　社会保険関係　　５　医療法人　　６　社会医療法人　　　　 　　

７　個人　　８　会社法人　　９　私立学校法人　　１０　社会福祉法人　　１１　その他の法人

 ３　病床の状況　（薬局の方は記載する必要はありません。） （平成２４年●月●日現在）

一般病床 療養病床 精神科病床 結核病床 感染症病床 合　　計

　許可病床数 床 床 床 床 床 床

床 床 床

　届出病床数 床 床 床 床 床 床

※許可病床数は、医療法の規定に基づき使用許可を受けている病床数を記載してください。

※届出病床数は、保険医療機関として地方厚生局長等に届け出ている病床数を記載してください。

 ４　直近の事業年（度）　（個人立以外の施設の方のみ記載してください。）

　平成２４年３月末までに終了した事業年（度） 年 月 年 月

 ５　経理方式　（該当する番号を記載してください。）

1.税込　 ２.税抜 ※次頁以降で回答いただく金額等は、選択した経理方式に従って記載してください。

 ６　収益　（金額を記載してください）

前々々事業年（度） 前々事業年（度）
直近の事業年（度）
（前事業年（度））

総収益額 円 円 円

医業収益額 円 円 円

円 円 円

（うち）介護療養型医療施設分

：全国社会保険協会連合会、厚生年金事業振興団、船員保険会、健康保険組合及びその連合会、
共済組合及びその連合会、国民健康保険組合。

平成

※総収益欄は、医業収益、医業外収益、臨時収益等、貴施設における全ての収益をご記入ください。
※社会保険診療報酬（保険調剤）収益欄は、健康保険、国民健康保険等の医療保険、後期高齢者医療制度に係る支払基金・
国保連に対する請求金額及び窓口徴収金による収益をご記入ください。

平成 ～ 平成

社会保険診療報酬（保険調剤）収益額
（患者負担含む）

※個人立の場合は、平成２３年１月１日から平成２３年１２月３１日までの期間が直近の事業年（度）となるため、記入の必要は
ありません。
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第２　設備投資の状況

１　医療機器、調剤用機器及び医療情報システム用機器の保有状況（固定資産台帳に掲載されて

いるもの）

（注１）

（注２）

（注３）

□なし （なしの場合、□を■に変えてください）

□あり （ありの場合、□を■に変え、以下の表にご記載ください）
※1 ※2 ※2 ※3 ※4 ※5

No 資産番号
固定資産台帳上の

機器名称
機器分類又は
一般的名称等

取得価額
（円）

取得年（度）
取得
方法

例 20-010 １０ＫＶＩＨ２　4024ＵＳ
移動型アナログ式汎用
X線診断装置

3,500,000 2008 1

例 21-015 歯科用ユニット 22 5,000,000 2009 1
例 22-015 全身用CT 37618010 20,000,000 2010 1

例 22-015 磁気共鳴画像診断装置
常電導磁石式全身用
MR装置

150,000,000 2010 1

例 - 電子カルテシステム 40 300,000,000 2010 1
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

※1　必要に応じ行を追加してください。

※2

※3

※4　 取得価額については、第１基本データの５で選択した経理方式に従って記載してください。

※5　 取得方法について、以下の選択肢から選択し、該当する番号を記載してください。

１．購入　　２．リース契約　　３．その他

●「医療機器」の場合：当該機器の機器分類について、別添の「医療機器分類表」から選択し、該当するコー
ドを記載してください。
　分類について判断し難い場合は、当該機器の一般的名称又はＪＭＤＮコードを記載し、一般的名称及びＪ
ＭＤＮコードのいずれも不明である場合は、販売名を記載してください。
●「調剤用機器」又は「医療情報システム用機器」の場合：別添の「調剤用機器分類表」及び「医療情報シス
テム用機器分類表」から選択し、該当するコード番号を記載してください。

固定資産台帳に掲載されている医療機器、調剤用機器及び医療情報システム用機器のうち、直近の５事業
年（度）中に取得し、かつ取得価格が次の金額以上の機器がありますか。ある場合、その詳細について以
下の表にご記載ください。
○病院（300床未満）の方：金額によらず全ての機器についてご記載ください。
○病院（300床以上500床未満）の方：原則として100万円以上の機器についてご記載ください。(注1、注2、注3)

○病院（500床以上）の方：原則として300万円以上の機器についてご記載ください。（注1、注2、注3）

○一般診療所、歯科診療所、薬局の方：金額によらず全ての機器についてご記載ください。

複数の機器が一体として利用されるような場合には、それらをまとめてカウントし、総金額が100万円又
は300万円以上であれば記載することとしてください。その際の機器分類については、主たる機器の機
能に従った分類を記載してください。

金額の下限設定については、病院側の回答に係る負担を考慮して設定されたものです。
本調査は、医療機関等の行う「高額投資」に係る消費税負担の状況を把握し、今後の消費税引き上げ
の際に行うべき施策の検討に必要なデータを入手する目的で行われています。ここで示した下限額を
「高額投資」の定義とする趣旨ではありません。

注２に記載のとおり、金額の下限設定については、病院側の回答に係る負担を考慮して設定されたも
のですが、対応可能であれば、金額によらず全ての機器についてご記載ください。

固定資産台帳上の情報を記載してください。資産番号について、台帳上記載がない場合は「－」を記載してく
ださい。
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２　新築した建物の保有状況（固定資産台帳に掲載されているもの）

□ なし（なしの場合、□を■に変えてください）

□ あり（ありの場合、□を■に変え、以下の表にご記載ください）
※1 ※2 ※2 ※3 ※3 ※3

No
資産
番号

資産名称 取得年（度）
取得価額
（円）

工事契約金額
（円）

当該建
物の利
用目的

当該建物
の延べ床
面積（㎡）

例 180001 東病棟 2008 2,500,000,000 2,500,000,000 1 10,000

例 230002 職員宿舎 2011 150,000,000 165,000,000 3 1,500

例 22-001 店舗 2010 70,000,000 70,000,000 3 150

1

2

3

4

5

※1　必要に応じ行を追加してください。

※2　固定資産台帳上の情報を記載してください。整理番号について、台帳上記載がない場合は「－」を記載してください

※3　取得価額、工事契約金額については、第１基本データの５で選択した経理方式に従って記載してください。
※4　利用目的については、以下の分類から選択し、該当する番号を記載してください。

1 病棟
2 検査・診療棟
3 その他

固定資産台帳に掲載されている建物のうち、直近の5事業年（度）中に新築した建物資産がありますか。あ
る場合、その詳細について以下の表にご記載ください。
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３　補助金を利用した設備投資の状況（固定資産台帳に掲載されているもの）

□ なし （なしの場合、□を■に変えてください）

□ あり （ありの場合、□を■に変え、以下の表にご記載ください）
※1 ※2 ※2 ※３

No 資産番号 資産名称
取得価額

（円）
うち補助額

（円）
補助金制度の名称

取得年
（度）

例 21-021 レセプトコンピューター 1,500,000 476,191
医療施設等設備設
備費助成事業

2009

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

※1　必要に応じ行を追加してください。

※2

※3　 取得価額、補助額については、第１基本データの５で選択した経理方式に従って記載してください。

（税抜きの補助額が不明の場合、受領した額に105分の100を乗じて四捨五入した額を記載してください。）

固定資産台帳に掲載されている資産のうち、直近の5事業年（度）中に補助金を利用して取得したものが
ありますか。ある場合、その詳細について以下の表にご記載ください。

固定資産台帳上の情報を記載してください。整理番号について、台帳上記載がない場合は「－」を記載してくださ
い。
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４　リース・賃貸契約により保有する資産の状況（固定資産台帳に掲載されていないもの）

□ なし （なしの場合、□を■に変えてください）

□ あり （ありの場合、□を■に変え、以下の表にご記載ください）
○ファイナンス・リース契約（※４）によるもの
※１ ※２ ※3

No 建物・物品の名称 数量
支払リース料総

額（円）
契約年（度）

リース
期間

機器分類又は
一般的名称等

例 コピー機 10 120,000 2011年4月 3年 －

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

○ファイナンス・リース契約以外のリース契約、レンタル契約及び賃貸借契約等によるもの
※１ ※２ ※3

No 建物・物品の名称 数量
支払賃貸料総

額（円）
契約年（度）

契約期
間

機器分類又は
一般的名称等

例 建物 1 24,000,000 2012年3月 2年 －

1

2

3

4

5

※1　必要に応じ行を追加してください。

※2　

※3

※４

支払リース料総額、支払賃貸料総額は、●月●日現在締結している契約条件おいて、全契約期間中に支払うこと
としている支払総額を記載してください。また第１基本データの５で選択した経理方式に従って記載してください。

●「医療機器」の場合：当該機器の機器分類について、別添の「医療機器分類表」から選択し、該当するコードを
記載してください。
　分類について判断し難い場合は、当該機器の一般的名称又はＪＭＤＮコードを記載し、一般的名称及びＪＭＤＮ
コードのいずれも不明である場合は、販売名を記載してください。
●「調剤用機器」又は「医療情報システム用機器」の場合：別添の「調剤用機器分類表」及び「医療情報システム
用機器分類表」から選択し、該当するコード番号を記載してください。

ファイナンス・リース契約について、リース会社等からの明細から明らかにならない取引については、以下の３つ
の条件の全てを満たす契約を記載してください。
（１）対象資産を貴施設が選定し、（２）リース会社等が貴施設に代わって購入し、（３）購入額と同程度のリース料
総額を支払って、貴施設が使用している。

平成24年●月●日現在、リース契約（再リース契約を除く）又は賃貸借契約等により保有している建物・物
品のうち、直近の５事業年（度）中に契約し、かつ固定資産台帳に掲載されていないものがありますか。ある
場合、その詳細について以下の表にご記載ください。（土地、有価証券等の消費税非課税のものは記載しな
いでください。）
また、医療機器、調剤用機器及び医療情報システム用機器については、その分類又は一般的名称等につ
いてもご記載ください。
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５　費用処理（建物・付属設備修繕）の状況（固定資産台帳に掲載されていないもの）

□ なし （なしの場合、□を■に変えてください）

□ あり （ありの場合、□を■に変え、以下の表にご記載ください）
※1 ※2

No 契約年（度） 契約金額（円） 修繕の内容

例 2011年4月 10,000,000 東病棟の外壁クラック補修

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

※1　必要に応じ行を追加してください。

※2　金額は、第１基本データの５で選択した経理方式に従って記載してください。

直近の3事業年（度）中に行った建物及び付属設備資産に係る修繕のうち、減価償却せず（固定資
産台帳に掲載せず）、経費処理したものがありますか。ある場合、その詳細について以下の表にご
記載ください。
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（別添）

○医療機器分類表

画像診断システム

コード 分類名

1 診断用Ｘ線装置

2 歯科用Ｘ線装置

3 医用Ｘ線ＣＴ装置

4 診断用核医学装置及び関連装置

5 磁気共鳴画像診断装置

6 診断用Ｘ線画像処理装置

7 主要構成ユニット

8 その他

画像診断用Ｘ線関連装置及び用具

コード 分類名

9 Ｘ線防護用具

10 その他

医用検体検査機器

コード 分類名

11 検査用核医学装置

12 医用検体前処理装置

13 血清検査装置

14 尿検査装置

15 その他

治療用又は手術用機器

コード 分類名

16 治療用粒子加速装置

17 放射線治療用関連装置

18 レーザー治療器及び手術用機器

19 ハイパーサーミア装置

20 結石破砕装置

21 その他

歯科用機器

コード 分類名

22 歯科用ユニット及び関連器具

23 その他

その他

コード 分類名

24 生体現象計測・監視システム

25 処置用機器

26 施設用機器

27 生体機能補助・代行機器

28 鋼製器具

29 家庭用医療機器

30 その他



⑨

（別添）

○調剤用機器分類表

コード 分類名

31 薬袋発行機

32 調剤監査システム

33 電子薬歴

34 分包機(散剤、錠剤、水剤等)

35 全自動錠剤包装機

36 調剤台(錠剤、水剤、散剤、調剤棚等)

37 クリーンベンチ(安全キャビネット等)

38 その他調剤用機器、設備

○医療情報システム用機器分類表

コード 分類名

39 レセプト作成用コンピュータ

40 電子カルテシステム

41 オーダリングシステム

42 医用画像データベースシステム

43 遠隔画像診断用装置

44 その他の医療情報システム用機器

※本調査票における「医療情報システム用機器」とは、医療機関等のレセプト作成用コンピュータ（レセコン）、電子
カルテ、オーダリングシステム等の医療事務や診療を支援するシステムだけでなく、何らかの形で患者の情報を保
有するコンピュータ、遠隔で患者の情報を閲覧・取得するようなコンピュータや携帯端末、患者情報が通信される院
内・院外ネットワーク用の機器を想定しています。

※本調査票における「調剤用機器」とは、調剤業務に必要な機器を想定しています。
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「医療機関等の設備投資に関する調査」における 

医療機器等の保有状況調査について（案） 

 

 

＜11月 28日の総会に提示した案＞ 

基本的な考え方： 700床台の病院を除き、回答件数が約 40件程度に収まる設定。 

 

（参考）提示案の場合の、一病院当たりの回答件数（予備的調査データより作成） 

 

 

（参考）病床規模別の施設数の分布 

 

 

 

  

200床台 300床台 400床台 500床台 700床台

（2施設） （3施設） （1施設） （1施設） （2施設）

　500万円 6 35 16 12 88

　300万円 11 61 38 25 154

　100万円 26 112 86 77 283

48 174 156 137 547

下限額

病床規模（集計施設数）

　なし（全件対象）

～299床 300～399床 400～499床 500～599床 600～699床 700床～

施設数 7,059 724 366 198 114 144 8,605

全施設数に占める割合 82.0% 8.4% 4.3% 2.3% 1.3% 1.7% 100.0%
医療施設調査（厚生労働省）より作成（平成23年10月1日時点）

病床規模
計

○ 病院（300床未満）は、金額によらず全ての機器を記載 

○ 病院（300床以上）は、原則として 500万円以上の機器について記載 

  ただし、対応可能な病院は、金額によらず全ての機器を記載 

中医協 総－１－３ 

２４．１２．１９ 

 



2 
 

＜修正案＞ 

 基本的な考え方：300床以上の病院の回答件数が、約 150件程度に収まる設定。 

 

 300～499床の病院の下限額を 500万円から 100万円に変更する。 

500床以上の病院の下限額を 500万円から 300万円に変更する。 

 

○ 病院（300床未満）は、金額によらず全ての機器を記載 

○ 病院（300床以上 500床未満）は、原則として 100万円以上の機器を記載 

○ 病院（500床以上）は、原則として 300万円以上の機器を記載 

  ただし、対応可能な病院は、金額によらず全ての機器を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

200床台 300床台 400床台 500床台 700床台

（2施設） （3施設） （1施設） （1施設） （2施設）

　500万円 6 35 16 12 88

　300万円 11 61 38 25 154

　100万円 26 112 86 77 283

48 174 156 137 547

下限額

病床規模（集計施設数）

　なし（全件対象）
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ＤＰＣ導入の影響評価に関する平成 23 年度調査結果の 

分析・評価について（退院患者調査・特別調査） 

 

 

＜概要＞ 

○ DPC 導入の影響評価に関する平成 23 年度調査結果について、平成 24 年８月

21 日 DPC 評価分科会で行った一次集計結果を踏まえ、より詳細な分析・評価を実

施した。 

 

○ 本調査の分析・評価は「医療の質」・「患者の選別」・「効率化の進展」の 3 点につ

いて着目し、関連する調査項目における DPC 病院と準備病院の比較、年次推移、

DPC 制度参加前後の変化を統計学的有意差の有無等も含めて検証した。 

 

○ 分析・評価の結果、DPC 病院が準備病院（出来高算定）と比較して、医療の質が

低下している、患者の選別が行われているといった傾向を示唆するデータはなく、効

率化については進展を示唆するデータが得られた。 

 

 

Ⅰ 背景 

○ 「DPC 導入の影響評価に係る調査」については、制度導入当初から比較する

と項目数が大幅に増加しており、アセスメントの方向性について事務局での取り

まとめが困難となっている。 

 

○ また、統計学的有意差の有無等についても検証の必要があるとの指摘がさ

れたため、平成 24 年８月 21 日 DPC 評価分科会において、調査の方向性につ

いてワーキンググループ(以下 WG)を組織し、検討を行うこととした。 

 

○ これを受け、平成 24年 10月にWGを開催し、調査結果の取りまとめにあたっ

ては、調査目的を明確化し、その目的に合致した項目について有意差検定を含

めた分析・評価を行う方針となった。 

  

診調組 Ｄ－１－１ 

２ ４ ． １ ２ ． ７ 

 

TJBLS
スタンプ
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Ⅱ 退院患者調査の分析・評価について 

1．目的 

平成 23 年度退院患者調査の目的については、本調査の趣旨(DPC 導入による

診療内容の変化等の評価)を踏まえて WG で検討を行い、以下の通りとした。 

 

(1) 医療の質の検証について 

包括評価の導入により、医療の質に悪影響を及ぼす可能性が指摘されている

ことから、下記の項目を検証する。 

① 「治癒」・「軽快」となっていない状態で退院する患者が増えていないか 

② 十分な治療が行われない状況で退院することで再入院率が増加していな

いか 

(2) 患者の選別について 

包括評価の導入により、一般的な入院患者と比較して相対的に医療資源投

入量の多い救急患者等を避ける可能性が指摘されていることから、下記の項

目を検証する。 

① 救急車による搬送患者の割合が減少していないか  

② 緊急入院患者の割合が減少していないか 

(3) 効率化の進展について 

包括評価の導入により、どの程度医療の効率化が進んでいるか、医療の提供

に関する指標として下記の項目について検証を行う。 

①平均在院日数の短縮が認められるか 

②後発医薬品の使用割合が上昇しているか 

 

2．調査対象・分析対象データ 

○ 平成 23 年 4 月から平成 24 年 3 月までの退院患者について、「診療録情報

（診療録に基づく情報）」及び「レセプト情報（診療報酬請求明細書に基づく情

報）」等を集計した。 

 

○ 平成 22 年 7 月以降、退院患者調査は通年化されたが、平成 18 年から平成

21 年までは 7～12 月のみの調査であることから、今回の分析・評価において

は、経年比較のため 6 か月（7～12 月分）分のデータを用いた(12 か月分の集

計については平成 24 年８月 21 日 DPC 評価分科会で提出済)。なお、平成 15

年度のデータについては、4 か月分のみの調査であることから、参考として掲

載した。 
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○ 評価・分析を行う際の前提 

・ 各分析・評価項目における検定は両側検定で有意水準はα=0.05 とした。 

・ 各分析・評価項目について、以下の分析を行う。 

1) 平成 23 年度の集計結果に対する DPC 病院と準備病院の比較 

2) DPC 病院と準備病院の経年変化 

3) DPC 制度参加前後での変化 

・ 経年変化の比較を行う際は、以下の方針とする。 

1) 平成 15 年度参加病院は、全て当時の特定機能病院であることから平

成 15 年度参加病院のみの経年変化を集計し、分析・評価を行う。平成 16

年度以降に DPC制度に参加した病院については、複数年度をまとめて集

計し、分析・評価を行う。(参考参照) 

2) DPC 準備病院については、適宜 DPC 病院へ移行していくことから、平

成 23 年度に DPC 準備病院である病院のみを集計対象とする。 

・ DPC 制度参加前後での変化については、制度参加前年度のデータが存在

している平成 18年度以降のDPC病院について、DPC制度に参加した年度と

参加前年度のデータと比較し分析・評価を行う。 

・ 各分析・評価項目の値は病院ごとに算出した数値の単純平均ではなく、症

例データ基づいて算出するものとする。 
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＜参考：経年変化の比較を行う際の施設類型、集計年度＞ 

(病院類型・DPC 病院) 

・平成 15 年度参加病院 

・平成 16～18 年度参加病院（平成 17 年度は参加病院なし） 

・平成 19～21 年度参加病院（平成 19 年度は参加病院なし） 

・平成 22・23 年度参加病院 

(病院類型・準備病院) 

・平成 16～18 年度準備病院（平成 16・17 年度は準備病院なし） 

・平成 19～21 年度準備病院 

・平成 22・23 年度準備病院（平成 23 年度は準備病院なし） 

(集計年度) 

・平成 15 年度(4 か月・参考) 

・平成 18 年度(6 か月) 

・平成 21 年度(6 か月) 

・平成 23 年度(6 か月) 

 

それぞれの分析対象となる施設数は以下の通り。 

●対象病院 
 

病院類型 施設数 

平成 15 年度 DPC 参加病院 82 

平成 16～18 年度 DPC 参加病院 277 

平成 19～21 年度 DPC 参加病院 919 

平成 22・23 年度 DPC 参加病院 169 

  
●準備病院 

 

病院類型 施設数 

平成 16～18 年度 DPC 準備病院 9 

平成 19～21 年度 DPC 準備病院 120 

平成 22・23 年度 DPC 準備病院 58 
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3．結果 

(1) 医療の質の検証について 

① 患者が「治癒」・「軽快」の状態とならずに退院する患者が増えていないかを

検証するために、退院時の状況が「治癒」・「軽快」の患者割合について、平成

23 年度における DPC 病院と準備病院の比較及び各病院類型における年次推

移について分析・評価を行った。 

【図表 1-1】 平成 23 年度における「治癒」・「軽快」退院患者割合の DPC 病院と準備

病院の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 1-2】 「治癒」・「軽快」退院患者割合の年次推移（DPC 病院） 
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 ただし、平成15年度は参考値となるために 

 有意差があった場合は(*) 
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【図表 1-3】 「治癒」・「軽快」退院患者割合の年次推移（DPC 準備病院） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 1-4】 「治癒」・「軽快」退院患者割合の DPC 参加前後比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集計の結果、平成 23年度データについて、DPC病院と準備病院とを比較する

と、参加病院の方が「治癒」・「軽快」で退院した患者の割合が有意に高い(【図

表 1-1】参照)。 

経年的に見た場合、平成 19 年度～21 年度参加病院については平成 21 年度

と平成 23年度を比較すると平成 23年度の方が「治癒」・「軽快」で退院した患者

の割合が有意に増加している(【図表 1-2】参照)。 

DPC 制度の参加前後で比較すると、制度参加後に「治癒」・「軽快」で退院した

患者の割合が有意に低下した類型はなく、一部は有意に上昇している(図表

【1-4】参照。) 
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② 十分な治療が行われない状況で退院することで再入院率が増加していない

かを検証するため、「同一疾患での６週間以内の再入院」の割合について、平

成 23 年度における DPC 病院と準備病院の比較及び各病院類型における年次

推移について分析・評価を行った。 

【図表 2-1】 「同一疾患での 6 週間以内の再入院」の割合の DPC 病院と準備病院の

比較(平成 23 年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-2】 「同一疾患での 6 週間以内の再入院」の割合の年次推移(DPC 病院) 
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【図表 2-3】「同一疾患での 6 週間以内の再入院」の割合の年次推移(準備病院) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 2-4】「同一疾患での 6 週間以内の再入院」の割合の DPC 参加前後比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集計の結果、平成 23 年度データについて DPC 病院は準備病院と比較して

同一疾病での 6 週間の再入院率が有意に高い(【図表 2-1】参照)。 

経年的に見ると、平成 15年度 DPC参加病院は再入院率が毎年有意に上昇

している。また、平成 16 年度～18 年度 DPC 参加病院も平成 18 年度と平成 21

年度、平成 18年度と平成 23年度との比較において、再入院率が有意に上昇し

ている(【図表 2-2】参照)。 

DPC 制度の参加前後で比較すると、平成 19 年度から 21 年度の DPC 病院に

おいて、制度参加後に同一疾病での 6 週間の再入院率が有意に上昇している

(図表【2-4】参照。) 

なお、これらの再入院率の上昇については後述の特別調査(再入院・再転棟

調査)でさらなる分析を行う。  
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(2) 患者の選別について 

① 救急車による搬送患者の割合が減少していないかを検証するため、「救急車

による 1 施設あたり患者割合」について、平成 23 年度における DPC 病院と準

備病院の比較及び各病院類型における年次推移について分析・評価を行っ

た。 

【図表 3-1】 「救急車による 1 施設あたり患者割合」の DPC 病院と準備病院の比較

(平成 23 年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 3-2】 「救急車による 1 施設あたり患者割合」の年次推移(DPC 病院) 
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【図表 3-3】「救急車による 1 施設あたり患者割合」の年次推移(準備病院) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 3-4】「救急車による 1 施設あたり患者割合」の DPC 参加前後比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集計の結果、平成 23 年度データについて DPC 病院と準備病院との間に、

「救急車による 1 施設あたり患者割合」に有意な差はない(【図表 3-1】参照)。 

経年的にみた場合、平成 16 年度～18 年度 DPC 参加病院、平成 19 年度～

21年度 DPC参加病院については平成 21年度と平成 23年度とを比較すると平

成 23 年度の方が「救急車による 1 施設あたり患者割合」が有意に高い(【図表

3-2】参照)。 

DPC 制度の参加前後で比較すると、制度参加後に「救急車による 1 施設あた

り患者割合」が有意に低下した類型はなく、一部の類型では有意に上昇してい

る(図表【3-4】参照。)  
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② 緊急入院患者の割合が減少していないかを検証するため、「救急医療入院

の 1 施設当たり患者割合(平成 23 年度)」について、平成 23 年度における DPC

病院と準備病院の比較を行った。また、「緊急入院の率(平成 21 年度以前)」の

各病院類型における年次推移について分析・評価を行った。 

当該項目は平成 21年度までは「緊急入院」として調査していた項目を平成 22

年度に「救急医療入院以外の予定外入院」、「救急医療入院」と 2つの項目に分

割して調査することとなったため、直接の比較は不可能となっている。 

【図表 4-1】「救急医療入院の 1 施設当たり患者割合」の DPC 病院と準備病院の比較

(平成 23 年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-2】「緊急入院(平成 21年度以前)の 1施設当たり患者割合」の年次推移(DPC

病院) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.0% 28.6% 

0.0% 

5.0% 

10.0% 

15.0% 

20.0% 

25.0% 

30.0% 

35.0% 

割
合

 

DPC参加病院 DPC準備病院 
p<0.05 ： * （アスタリスク） 

27.2% 25.0% 

46.8% 

24.6% 

46.1% 48.9% 

0.0% 

10.0% 

20.0% 

30.0% 

40.0% 

50.0% 

60.0% 

平成15年度DPC参加病院 平成16年度～18年度 

DPC参加病院 

平成19年度～21年度 

DPC参加病院 

割
合

 

平成15年度 

（4か月） 

（参考） 

平成18年度 

（6か月） 

平成21年度 

（6か月） 

 p<0.05 ： * （アスタリスク） 

 ただし、平成15年度は参考値となるために有意差があった場合は(*) 

（*） 

（*） 

* 



12 
 

【図表 4-3】「緊急入院(平成 21年度以前)の 1施設当たり患者割合」の年次推移(準備

病院) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 4-4】「緊急入院(平成 21 年度以前)の 1 施設当たり患者割合」・「救急医療入院

(平成 22 年度以降)の 1 施設当たり患者割合」の DPC 参加前後比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集計の結果、平成 23年度のデータにおいてDPC病院と準備病院との間に、

救急医療入院の 1 施設当たり患者割合に有意な差はない(【図表 4-1】参照)。 

経年的に見ると、平成 16 年度～18 年度 DPC 参加病院は平成 18 年度から

21 年度の間に有意に緊急入院の割合が低下している(【図表 4-2】参照)。 

DPC 制度の参加前後で比較すると、制度参加後に救急医療入院の 1 施設

当たり患者割合が有意に低下した類型はなく、一部の類型では有意に上昇して

いる(図表【4-4】参照)。なお、平成 22 年度 DPC 参加病院については、平成 22

年度に調査項目が変更された関係上、制度参加前年度との比較ができないた

め省略している。  
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(3) 効率化の進展について 

① 医療の効率化がどの程度進んでいるかを検証するため、「平均在院日数」に

ついて、平成 23 年度における DPC 病院と準備病院の比較及び各病院類型に

おける年次推移について分析・評価を行った。 

【図表 5-1】「平均在院日数」の DPC 病院と準備病院の比較(平成 23 年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 5-2 】「平均在院日数」の年次推移(DPC 病院) 
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【図表 5-3】 「平均在院日数」の年次推移(準備病院) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 5-4】  「平均在院日数」の DPC 参加前後比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集計の結果、平成 23 年度のデータにおいて DPC 病院は準備病院と比較し
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② 医療の効率化がどの程度進んでいるかを検証するため、「後発医薬品の使

用割合(金額ベース)」について、平成 23 年度における DPC 病院と準備病院の

比較及び各病院類型における年次推移について分析・評価を行った。 

なお、後発医薬品の使用割合については、データの仕様上、平成 17 年度以

前については集計を行うことができないため平成 18年度以降のデータのみとな

っている。また、7 月～10 月の 4 か月分のみのデータとなっている。 

【図表 6-1】後発医薬品の使用割合(金額ベース)」の DPC 病院と準備病院の比較(平

成 23 年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 6-2】「後発医薬品の使用割合(金額ベース)」の年次推移(DPC 病院) 
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【図表 6-3】 「後発医薬品の使用割合(金額ベース)」の年次推移(準備病院) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 6-4】  「後発医薬品の使用割合(金額ベース)」の DPC 参加前後比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集計の結果、平成 23年度のデータにおいてDPC病院は、準備病院と比較し

て後発医薬品の使用割合が有意に高い(【図表 6-1】参照)。 
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Ⅲ 平成 23 年度再入院・再転棟調査 (特別調査) 

1．目的 

○ 医療効率化の一つの指標として在院日数が用いられるが、在院日数の短縮

が図られているなかで、増加傾向にある再入院率について、特に十分な治療

が行われない状況で退院することによる再入院事例の可能性がある「予期せ

ぬ再入院」のうち、 

・「予期せぬ原疾患の合併症のため」 

・「予期せぬ併存症の悪化のため」 

・「予期せぬ原疾患の悪化、再発のため」 

等の理由(「新たな他疾患発症のため」、「その他」以外の理由)によるものが増

加していないかを検証する。 

(平成 21 年度以前は「予期せぬ合併症発症のため」・「予期せぬ疾患の悪化、

再発のため」となっていた項目について「予期せぬ原疾患の合併症のため」・

「予期せぬ併存症の悪化のため」・「予期せぬ原疾患の悪化、再発のため」と

項目の細分化が行われており、これらをまとめて集計することとした。) 

 

2．調査対象・分析対象データ 

（１） 調査方法 

○ DPC 導入の影響評価に係る調査実施期間中に収集されたデータのうち、 

7 月から 10 月の退院患者について、下記条件で調査対象症例を抽出した。

その後、該当する症例について、医療機関に再入院又は再転棟の理由調査

を依頼した。 

[条件] 

① 4 月 1 日以降に入院し、退院日が 7 月 1 日から 10 月 31 日の患者 

② データ識別番号の重複があり、前回入院から 6 週間以内に再入院が

あった場合を再入院ありと判定した 

③ 一般病棟入院ありの患者を集計対象とした 

④ 前回入院の「医療資源を最も投入した傷病名」と今回入院の「入院の

契機となった傷病名」から決定される診断群分類番号の上 6桁が一致

した場合は同一疾患、不一致の場合は異なる疾患として、両者の再入

院率を集計した 

 

○ 病院類型、集計年度については退院患者調査に準じて行った。 
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3．分析・評価の結果 

○ 十分な治療が行われない状況で退院することによる再入院事例が増加して

いないかを検証するため、再入院理由で「予期せぬ再入院」のうち「新たな他

疾患発症のため」・「その他」以外の理由によるものを除いた項目(「予期せぬ

原疾患の合併症のため」、「予期せぬ併存症の悪化のため」、「予期せぬ原疾

患の悪化、再発のため」等)の合計値について、平成 23 年度における DPC 病

院と準備病院の比較及び各病院類型における年次推移を分析・評価した。 

【図表7-1】「予期せぬ原疾患の合併症のため」等の理由による再入院率のDPC病院

と準備病院の比較(平成 23 年度) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 7-2】「予期せぬ原疾患の合併症のため」等の理由による再入院率の年次推移

(DPC 病院) 
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【図表 7-3】「予期せぬ原疾患の合併症のため」等の理由による再入院率の年次推移

(準備病院) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表 7-4】 「予期せぬ原疾患の合併症のため」等の理由による再入院率の DPC 参

加前後比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集計の結果、平成 23年度のデータにおいて、DPC病院と準備病院は「予期せ

ぬ原疾患の合併症のため」、「予期せぬ併存症の悪化のため」、「予期せぬ原

疾患の悪化、再発のため」等の理由による再入院率について有意な差は認め

られなかった(【図表 7-1】参照)。 

また、経年的にみて DPC 病院のこれらの理由による再入院率の有意な増加

はみられない(【図表 7-2】)。 

DPC 制度の参加前後で比較しても、DPC 制度参加後にこれらの理由による

再入院率が有意に上昇した類型は認められない(図表【7-4】参照)。 
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Ⅳ 考察 

平成 23年度DPC導入の影響評価に係る調査結果については、下記 3点に着目

して検証を行った。 

○ 医療の質 

○ 患者の選別 

○ 効率化の進展 

医療の質については、DPC 病院と DPC 準備病院で「治癒」・「軽快」の退院患者

割合の比較を行ったところ、DPC 病院の方が準備病院と比較して「治癒」・「軽快」

の退院患者割合が高いという結果が得られた。また、DPC 病院が経年的に「治

癒」・「軽快」の退院患者割合が減少するようなこともなく、制度参加前後で比較し

ても、「治癒」・「軽快」の退院患者割合が減少している類型 は認めなかった。 

「同一疾患での 6 週間以内の再入院率」については、再入院率そのものは DPC

病院と準備病院を比較すると DPC 病院の方が有意に再入院率が高いという結果

であり、また、経年的にも上昇が認められる類型が存在したため、特別調査で十

分な治療が行われない状況で退院している可能性がある再入院理由(「予期せぬ

原疾患の合併症のため」・「予期せぬ併存症の悪化のため」・「予期せぬ原疾患の

悪化、再発のため」等)について検証を行った。特別調査の結果では、これらの理

由による再入院率について DPC 病院と準備病院で有意な差はなく、経年的にも当

該理由による再入院率の有意な上昇は認められなかった。また、DPC制度参加前

後でもこれらの理由による再入院率の有意な上昇はなかった。 

以上より、今回用いた指標では、DPC 病院が準備病院と比較して医療の質が低

下しているという徴候は認められず、また導入後も医療の質は保たれていると考え

られる。 

 

患者選別の状況については、「救急車による 1 施設あたり患者割合」では、DPC

病院と DPC 準備病院を比較したところ、両者の間で有意な差は認められず、DPC

参加後に「救急車による 1 施設当たり患者割合」が有意に上昇している病院類型

が認められるなど、準備病院と比較して救急車による 1 施設あたり患者割合が低

い傾向は認められなかった。 

「救急医療入院(平成 23 年度)・緊急入院(平成 21 年度以前)の 1 施設当たり患者

割合」についても、DPC 病院と準備病院とで有意な差は認めなかったが、経年的

に見た場合、平成 16 年度～18 年度に DPC 参加した病院で平成 18 年から平成

21 年の間において緊急入院の 1 施設当たり患者割合の有意な低下が認められた。

これについては、平成 22 年度より前は緊急性が高い「救急医療入院」と一般的な

予定外入院である「救急医療入院以外の予定外入院」との双方をあわせて「緊急

入院」として調査しており、この推移を見るだけでは緊急性の高い患者の受入状況
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が明らかではないという問題があったため、平成 22 年度に「救急医療入院」と「救

急医療入院以外の予定外入院」が区別できるよう調査項目を変更している。その

ため、今後はより緊急性が高い「救急医療入院」の経年変化を注視する必要があ

ると考える。 

以上より、今回用いた指標では DPC 病院において準備病院と比較して救急患者

等を避ける傾向は認められなかった。しかし、緊急入院の 1 施設当たり患者割合

が経年的に上昇している類型が存在していたため、今後の動向を注視する。 

 

医療の効率化の状況については、「平均在院日数」は DPC 病院と準備病院を比

較すると DPC 病院の方が平均在院日数が有意に短い。また、経年的に見ても

DPC 病院は平均在院日数が有意に短縮している。DPC 制度参加前後で比較する

と全病院類型においてDPC制度に参加後に有意な平均在院日数の短縮が認めら

れており、DPC 制度による影響が示唆される。ただし、本分析・評価で用いた平均

在院日数については、患者構成の変化に伴う補正を行っていないことに留意する

必要がある。 

「後発医薬品の使用割合(金額ベース)」では、DPC 病院は準備病院と比較して後

発医薬品使用割合が有意に高い。また、経年的に見ても DPC 病院は後発医薬品

の使用割合が有意に上昇している。DPC 制度参加前後で比較すると全病院類型

において DPC 制度に参加後に有意な後発医薬品使用割合の大幅な上昇が認め

られており、DPC 制度による影響が示唆される。 

以上より、今回用いた指標では、DPC 病院は準備病院と比較して医療の効率化

が進展していると考えられる。 

 

以上の分析・評価の結果、DPC 病院が準備病院（出来高算定）と比較して、医療

の質が低下している、患者の選別が行われているといった傾向を示唆するデータ

はなく、効率化については進展を示唆するデータが得られた。 
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＜参考資料＞ 

本調査における評価・分析に用いた統計方法について 

 

1. 平成 23 年度退院患者調査及び平成 23 年度再入院・再転棟調査 

 

○ 各分析・評価項目における平成 23 年度の DPC 病院と準備病院の比較検定につ

いては、3 群以上の 2 群間の代表値に差があるかを検定するため、Wilcoxon の符

号付き順位和検定(対応のある 2群データを用いたノンパラメトリック検定)を用いて、

Bonferroni 法による補正を行った。 

 

○ 各分析・評価項目における DPC 病院及び準備病院の年次推移については、3 群

以上の各代表値に差があるかを検定するため、Mann-Whitney 検定（独立した 2群

データを用いたノンパラメトリック検定）を用いた。 

 

2. 統計ソフト 

本調査の評価・分析に当たっては、IBM®SPSS®Statistics version20 を用いた 
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平成 22 年度 DPC 特別調査に関する調査結果の分析・評価について 

（化学療法等の外来・入院別実施状況調査、 

医師あたりの患者数等の動向調査） 

 

  

＜概要＞ 

○ 平成 22 年度に実施された特別調査について、平成 24 年８月 21 日の DPC 評価分科

会で行った一次集計結果を踏まえ、より詳細な分析・評価を実施した。 

 

○ 本調査では、①化学療法等、本来外来で実施できる処置や手術等について、再入院

させることで外来での実施が抑制されていないか、また、外来での実施状況に地域特性

があるか、②小児科・心臓血管外科・放射線科・麻酔科の医師 1 人あたりの業務量に変

化があるか調査することを目的とした。これらの項目について統計学的有意差について

も検証した。 

 

○ 化学療法等の外来・入院別実施状況調査の分析・評価結果では、DPC 病院が化学療

法等の外来実施を抑制していることを示唆するような結果は得られなかった。また、化学

療法等の外来での実施状況についての明らかな地域特性等を見いだすことはできなか

った。 

 

○ 医師 1 人あたりの患者数等の動向調査の分析・評価では、本指標が勤務医の業務す

べてを評価するものではないことに留意する必要があるが、DPC 制度において勤務医 1

人あたりの業務量が系統的に増大していることを示唆するデータは得られなかった。 

診調組 Ｄ－１－２

２ ４ ． １ ２ ． ７

TJBLS
スタンプ



2 
 

Ⅰ 背景 

○ 本調査は、「DPC 制度が外来化学療法等の推進を抑制していないか」、「勤務医 1 人あ

たりの業務負担が増えたのではないか」等の問題意識を背景として、平成 22 年度に実施

された DPC 特別調査の分析・評価である。 

 

＜参考：平成 22 年 8 月 25 日 中央社会保険医療協議会総会 総―２(抜粋)＞ 

 

○  平成 22 年度 DPC 特別調査の一次集計結果を事務局でとりまとめた上で平成 24 年８

月 21 日の DPC 評価分科会において「平成 23 年度退院患者調査」とともに報告したとこ

ろ、同分科会で調査結果の検討を専門的に行うワーキンググループ（以下 WG という）を

組織する方針となり、「平成 23 年度退院患者調査」とともに一次集計結果に対する分析・

評価を行うこととした。 

 

○  これを受け、平成 24 年 10 月に WG を開催し、一次集計結果に対する分析・評価（有意

差検定も含む）を実施した。 

  

【番号 3-1-2】外来における化学療法、放射線療法、短期滞在手術の実施状況（入

院実施と合わせた分析・集計） 

＜評価の視点＞ 

○ 再入院による化学療法・放射線療法が、外来での実施を抑制していないか。

○ 化学療法・放射線療法・短期滞在手術の入院での実施と外来での実施につ

いて、地域や施設特性による違いはないか。 

(略) 

【番号 3-1-3】医師あたり患者数等の動向調査（医師数、実施件数、入院患者数等）

＜評価の視点＞ 

○ 平均在院日数の短縮等に伴い、勤務医一人当たりの業務量が増大している

のではないか。 
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Ⅱ 本調査の目的および実施方法 

１． 目的 

本調査の目的は平成 24 年 8 月 21 日 DPC 評価分科会で示されたとおり、以下のようになっ

ている。 

 

(1) 化学療法等の外来・入院別実施状況調査 

化学療法・放射線療法・短期滞在手術基本料に係る手術等、外来での実施が可能となり

つつある治療法について、以下の項目を検証する。 

○ 化学療法・放射線療法・短期滞在手術基本料に係る手術等の入院での実施と外来で

の実施について、地域や施設特性による違いはないか。 

○ 再入院による化学療法・放射線療法が、外来での実施を抑制していないか。 

 

(2) 医師あたりの患者数の動向調査 

平均在院日数の短縮等に伴い、勤務医一人あたりの業務量が増大しているか否かにつ

いて、小児科、心臓外科、放射線科、麻酔科について検証する。 

 

２．  調査対象・分析対象データ 

○ 調査対象病院に対し、平成 22 年 10 月 22 日に調査票を送付し、11 月 1 日～30 日を調査

期間とし、12 月 10 日を締め切りとし調査票を回収した。 

○ 調査の対象となった施設数は計 1,654 施設（DPC 対象病院 1,390＋準備病院 264）であっ

た。 

○ 回収率は 99.7%（1,650／1,654 施設）であった。このうち 2 病院から辞退があったため、最

終的には 1,648 施設を調査の対象とした。 

○ 分析・評価を行う際の前提は以下の通りとする。 

・ 各分析・評価項目における検定は両側検定で有意水準はα=0.05 とする。 

・ 年次推移を比較する際は調査対象期間中(平成 20 年度～22 年度)に新たに DPC 病院

となった病院、準備病院となった病院を除いて集計する。 
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Ⅲ 分析・評価の結果について 

回収した調査票から得られたデータに加え、平成 20～22 年度の DPC データ及び平成 22 年

の再入院（再転棟）に係る特別調査等も利用し、分析・評価を行った。なお、図表については、

別添の参考資料を参照のこと。 

 

１． 化学療法等の外来・入院別実施状況調査 

(1) 化学療法・放射線療法・短期滞在手術基本料に係る手術等の入院での実施と外来での実

施の地域や施設特性による違いについて、①化学療法、②放射線療法、③短期滞在手術基

本料に係る手術等ごとに、それぞれ下記の分析・評価を行った。 

なお、年度ごとの集計については医療機関ごとに算出した外来実施率の相加平均を用いる

こととし、医療圏ごとの集計については、当該医療圏に属する医療機関のデータ全体を用い

て外来実施率を算出した。 

 

1) 平成 22 年度における外来実施率の DPC 病院と準備病院の比較 

2) DPC 病院、準備病院の平成 20 年度～22 年度外来実施率の推移 

3) DPC 病院、準備病院の平成 22 年度外来実施率の二次・三次医療圏ごとのばらつき 

4) DPC 病院の外来実施率と各種指標との相関 

・人口（二次医療圏・三次医療圏） 

・平均在院日数 

・DPC 算定病床数 

・DPC 算定病床割合 

 

①化学療法 

化学療法の外来実施率を以下のように定義し分析・評価を行った。なお、調査期間中に化学療

法が入院・外来通じて 1 件も実施されていない年度が存在する医療機関は集計から除外した。 

 

化学療法の外来実施率 

外来化学療法加算(１＋２)算定回数 

入院化学療法の実施件数(様式 1)＋外来化学療法加算(1＋2) 

 

集計の結果、平成 22 年度における化学療法の外来実施率を DPC 病院と準備病院とで比較し

たところ、DPC 病院の方が有意に外来実施率が高い（【参考資料 図 1-1 参照】）。 

経年的に見ると、DPC 病院は毎年外来実施率が有意に上昇している一方で、準備病院は 2 年

間では外来実施率の有意な上昇は見られるが、毎年の比較では有意な上昇は認められない

（【参考資料 図 1-2-1】、【参考資料 図 1-2-2】参照)。 

＝ 
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医療圏ごとに外来実施率のばらつきを見ると、DPC 病院の方が準備病院と比較してばらつき

は少ない傾向にあった(【参考資料 図 1-3-1】～【参考資料 図 1-3-4】参照）。 

DPC病院における化学療法の外来実施率と各種指標との相関は、いずれの項目についてもほ

とんど相関関係は認められない(【参考資料 図 1-4-1】～【参考資料 図 1-4-4】参照)。 

 

②放射線療法 

放射線療法の外来実施率を以下のように定義し分析・評価を行った。なお、調査期間中に放射

線療法が入院・外来通じて 1 件も実施されていない年度が存在する医療機関は集計から除外し

た。 

 

放射線療法の外来実施率 

放射線療法(*1)の外来算定回数 

放射線療法(*1)の入院算定回数(EF ファイル)＋外来算定回数 

（*1） 放射線療法は以下の項目を合計したものである。 

M001 高エネルギー放射線治療 １回目（３ イ 体外照射） 

(1) １門照射又は対向２門照射 

(2) 非対向２門照射又は３門照射 

(3) ４門以上の照射、運動照射又は現体照射 

M001 強度変調放射線治療 １回目（４ イ 体外照射） 

M001-2 ガンマナイフによる定位放射線治療 

M001-3 直線加速器による定位放射線治療 

 

集計の結果、平成 22 年度における放射線療法の外来実施率を DPC 病院と準備病院とで比較

したところ、DPC 病院の方が有意に外来実施率が高い（【参考資料 図 2-1 参照】）。 

経年的に見ると、DPC 病院は 2 年間では有意に外来実施率が上昇している一方で、準備病院

は 2 年間を通じてみても外来実施率の有意な変化は認められない（【参考資料 図 2-2-1】、【参

考資料 図 2-2-2】参照)。 

医療圏ごとに外来実施率のばらつきを見ると、DPC 病院については比較的ばらつきが認めら

れたが、準備病院については対象となる病院数が少なく評価は困難であった(【参考資料 図

2-3-1】～【参考資料 図 2-3-4】参照）。 

DPC 病院における放射線療法の外来実施率と、各種指標との相関については三次医療圏の

人口とある程度の正の相関を認める(【参考資料 図 2-4-1】参照)。その他の指標とはほんとど

相関関係がない又は弱い相関しか認めない（【参考資料 図 2-4-2】～【参考資料 図 2-4-4】参

照)。 

＝ 
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③短期滞在手術基本料に係る手術等 

短期滞在手術基本料に係る手術等の外来実施率を以下のように定義し分析・評価を行った。

なお、調査期間中に短期滞在手術基本料に係る手術等が入院・外来通じて 1 件も実施されてい

ない年度が存在する医療機関は集計から除外した。 

 

短期滞在手術基本料に係る手術等の外来実施率 

外来での手術等(*2)算定回数 

入院での手術等(*2)算定回数(EF ファイル)＋外来算定回数 

(*2) 短期滞在手術基本料に係る手術等は以下の４つに分類して分析・評価した（各分類に

含まれる項目については後述）。 

○ 消化器・一般外科系の手術・検査 

○ 心臓カテーテル法による諸検査 

○ 白内障に関連する手術 

○ 体外衝撃波腎・尿管結石破砕術 

 

○ 消化器・一般外科系の手術・検査 

消化器・一般外科系の手術・検査は、短期滞在手術基本料に係る手術のうち以下の項目を

対象とした。 

・ K743 痔核手術（脱肛を含む。） 

１ 硬化療法、２ 硬化療法（四段階注射法によるもの）、３ 結紮術、焼灼術、血栓摘出術、

４ 根治手術、５ PPH 

・ K633 ヘルニア手術 ５ 鼠径ヘルニア 

・ D308 胃・十二指腸ファイバースコピー 

・ D313 大腸ファイバースコピー 

１ S 状結腸、２ 下行結腸及び横行結腸、３ 上行結腸及び盲腸 

・ K653 内視鏡的胃、十二指腸ポリープ、粘膜切除術 

１ 早期悪性腫瘍粘膜切除術、２ 早期悪性腫瘍粘膜下層剥離術、３ 早期悪性腫瘍ポリ

ープ切除術、４ その他のポリープ・粘膜切除術 

・ K721 内視鏡的結腸ポリープ・粘膜切除術（全区分の合計） 

・ K721-2 内視鏡的大腸ポリープ・粘膜切除術（全区分の合計） 

 

集計の結果、平成 22 年度における短期滞在手術基本料に係る消化器・一般外科系手術等の

外来実施率を DPC 病院と準備病院とで比較したところ、DPC 病院の方が有意に外来実施率が

高い（【参考資料 図 3-1 参照】）。 

＝ 
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経年的に見ると、DPC 病院は 2 年間では有意に外来実施率が上昇している一方で、準備病院

は 2 年間を通じてみても外来実施率の有意な変化は認められない（【参考資料 図 3-2-1】、【参

考資料 図 3-2-2】参照)。 

医療圏ごとに外来実施率のばらつきを見ると、DPC 病院、準備病院ともに比較的ばらつきは少

ないが、どちらかというと DPC 病院の方がばらつきが小さい傾向となっている(【参考資料 図

3-3-1】～【参考資料 図 3-3-4】参照）。 

DPC 病院における短期滞在手術基本料に係る消化器・一般外科系手術等の外来実施率と、

各種指標との相関については、いずれの項目についてもほとんど相関関係がない又は弱い相

関関係しか認めない（【参考資料 図 3-4-1】～【参考資料 図 3-4-4】参照)。 

 

○ 心臓カテーテル法による諸検査 

心臓カテーテル法による諸検査は、短期滞在手術基本料に係る手術のうち「D206 心臓カテ

ーテル法による諸検査」を対象とした。  

 

集計の結果、心臓カテーテル法による諸検査の外来実施率は平成 22 年度の DPC 病院で 2.4%、

準備病院で 2.5%と低く、一般的には入院で行われていると考えられる。また、両者で有意差は認

めない（【参考資料 図 4-1 参照】）。 

経年的に見ても、DPC 病院では平成 20 年度から 21 年度の間に有意な上昇は認められるが、

2 年間では有意な変化はなく、準備病院も有意な変化は認められない（【参考資料 図 4-2-1】、

【参考資料 図 4-2-2】参照)。 

医療圏ごとに外来実施率のばらつきを見ると、DPC 病院、準備病院ともに非常にばらつきが大

きく、大半の医療圏の外来実施率は 0%であった(【参考資料 図 4-3-1】～【参考資料 図 4-3-4】

参照）。 

DPC 病院における短期滞在手術基本料に係る心臓カテーテル法による諸検査の外来実施率

と、各種指標との相関については、いずれの項目についてもほとんど相関関係がない又は弱い

相関関係しか認めない（【参考資料 図 4-4-1】～【参考資料 図 4-4-4】参照)。 

 

○ 白内障関連手術 

白内障関連手術は短期滞在手術基本料に係る手術のうち、以下の項目を対象とした。 

・ K281 1 水晶体再建術 眼内レンズを挿入する場合 

・ K282-2 後発白内障手術 

 

集計の結果、白内障関連手術の外来実施率は平成 22 年度の DPC 病院で 19.1%、準備病院で

27.9%とあまり高くなく、多くは入院で行われていると考えられる。また、両者で有意差は認めない
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（【参考資料 図 5-1 参照】）。 

経年的に見ると、DPC 病院では 2 年間では有意な増加を認めるが、準備病院では有意な変化

は認められない（【参考資料 図 5-2-1】、【参考資料 図 5-2-2】参照)。 

医療圏ごとに外来実施率のばらつきを見ると、DPC 病院、準備病院ともにばらつきは比較的大

きい。DPC 病院と準備病院を比較すると DPC 病院の方が比較的ばらつきは小さい傾向となって

いる(【参考資料 図 5-3-1】～【参考資料 図 5-3-4】参照）。 

DPC 病院における短期滞在手術基本料に係る白内障関連手術の外来実施率と、各種指標と

の相関については、いずれの項目についてもほとんど相関関係は認めない（【参考資料 図

5-4-1】～【参考資料 図 5-4-4】参照)。 

 

○ 体外衝撃波腎・尿管結石破砕術 

 体外衝撃波腎・尿管結石破砕術は、短期滞在手術基本料に係る手術のうち「K768 体外衝

撃波腎・尿管結石破砕術」を対象とした。 

 

集計の結果、体外衝撃波腎・尿管結石破砕術の外来実施率は平成 22 年度の DPC 病院で

39.1%、準備病院で 30.3%とあまり高くなく、半数以上は入院で行われていると考えられる。また、

両者で有意差は認めない（【参考資料 図 6-1 参照】）。 

経年的に見ると、DPC 病院では 2 年間を通じてみても有意変化はなく、準備病院も同様に有意

な変化は認められない（【参考資料 図 6-2-1】、【参考資料 図 6-2-2】参照)。 

医療圏ごとに外来実施率のばらつきを見ると、DPC病院のばらつきは非常に比較的大きい。準

備病院は対象となる医療圏の数が非常に少ないが、DPC 病院と同様の傾向となっている(【参考

資料 図 6-3-1】～【参考資料 図 6-3-4】参照）。 

DPC 病院における体外衝撃波腎・尿管結石破砕術の外来実施率と、各種指標との相関につい

ては、いずれの項目についてもほとんど相関関係は認めない（【参考資料 図 6-4-1】～【参考資

料 図 6-4-4】参照)。 
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(2) 再入院による化学療法・放射線療法の外来実施率に対する影響を検証するため、平成 22 年

度の①化学療法、②放射線療法について、それぞれ外来実施率と再入院率の散布図を作成し、

相関を検定した(外来化学療法、外来放射線療法の実施件数が０件の医療機関を除く)。なお、

外来実施率の定義は、(1)①および②と同様とした。 

 

①化学療法 

DPC 病院における、平成 22 年度の化学療法外来実施率と再入院率の散布図を作成したとこ

ろ、相関係数は-0.465 となり、中等度の負の相関が認める(【参考資料 図 7-1-1】参照)。その

ため、平成22年度と平成20年度の化学療法外来実施率の差と再入院率の差について散布図

を作成したところ、相関係数は-0.200 であり弱い相関関係しか認めていない(【参考資料 図

7-1-2】参照)。 

 

②放射線療法 

DPC 病院における、平成 22 年度の放射線療法外来実施率と再入院率の散布図を作成したと

ころ、相関係数は-0.124 となり、ほとんど相関関係を認めない(【参考資料 図 7-2】参照)。 

 

(3) 考察 

① 化学療法・放射線療法・短期滞在手術基本料に係る手術等の入院での実施と外来での実

施の地域や施設特性による違いについて 

 

化学療法および放射線療法の外来実施率について DPC 病院と DPC 準備病院で比較したと

ころ、どちらについても DPC 病院の方が有意に外来実施率が高い結果であった。また、経年的

にみても、DPC 病院の方が準備病院よりも有意に上昇傾向にある結果であった。 

二次医療圏・三次医療圏別に化学療法および放射線療法の外来実施率のばらつきについて

検討したところ、化学療法、放射線療法ともに DPC 病院の方がばらつきが小さい傾向であった。

化学療法と放射線療法では放射線療法の方がややばらつきが大きい傾向であり、放射線療法

の外来実施率は三次医療圏単位でみると人口と中等度の相関関係を認めているが、二次医

療圏単位ではほとんど相関関係はなく、因果関係は明らかではなかった。 

 

短期滞在手術基本料に係る手術等は、４分野（消化器・一般外科系の手術・検査、心臓カテ

ーテル法による諸検査、白内障関連手術、体外衝撃波・尿管結石破砕術）に分けて分析・評価

を行った。 

これらの外来実施率を DPC 病院と準備病院で比較したところ、消化器・一般外科系の手術・

検査については、DPC 病院の方が外来実施率が有意に高い結果であった。その他の分野につ

いては、外来実施率自体があまり高くなく、DPC 病院と準備病院との間に有意な差は認めなか

った。経年的に見ると、消化器・一般外科系の手術・検査においては、DPC 病院は有意に外来
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実施率が上昇している一方、準備病院は有意な変化を認めなかった。その他の分野について

は、外来実施率があまり高くないため評価が難しいものの、準備病院の外来実施率が有意に

増加しているにもかかわらず DPC 病院で増加していないといった事例は認められなかった。 

二次医療圏・三次医療圏別に外来実施率のばらつきについて検討したところ、消化器・一般

外科系の手術・検査については、DPC 病院、準備病院とも比較的ばらつきは少なく、DPC 病院

と準備病院を比較した場合はどちらかというと DPC 病院の方がばらつきが小さい傾向が認めら

れた。その他の分野については、外来実施率があまりたかくなく、地域によるばらつきも大きい

ことから、外来で実施している施設が一部に限られている可能性が示唆された。4 分野それぞ

れの外来実施率と人口、平均在院日数、DPC 算定病床数等の指標と散布図を作成したが、い

ずれに項目に対してもほとんど相関関係がない又は弱い相関関係しか認めず、一定の傾向を

見いだすことは困難であった。 

 

以上より DPC 病院で準備病院より化学療法・放射線療法・短期滞在手術基本料に係る手術

等の外来実施が抑制されていることを示唆するデータは得られなかった。地域間でばらつきの

ある項目は認められたが、施設の特性による違いは明らかではなかった。 

 

② 再入院による化学療法・放射線療法の外来実施率に対する影響について 

 

化学療法の外来実施率と再入院率の散布図を作成したところ、両者の間には中等度の負

の相関関係を認めたため、平成22年度と平成20年度の化学療法外来実施率の差と再入院率

の差について散布図を作成した。その結果、平成 20～22 年にかけての外来実施率の経年変

化と再入院率の経年変化との間には弱い相関関係しか認めず、外来実施率と再入院率との間

に認めた中等度の相関関係は、実施施設による患者背景の違い等、他の因子の影響によるも

のとも考えられ、外来実施と再入院の間に直接の因果関係が存在する可能性は低いと考えら

れた。 

 

放射線療法の外来実施率と再入院率の間の相関関係は弱く、外来実施と再入院率との間

に直接の因果関係はないと考えられる。 

 

以上より DPC 病院で再入院による化学療法・放射線療法がこれらの外来実施を抑制してい

ることを示唆するデータは得られなかった。 
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２． 医師あたりの患者数の動向調査 

（１）具体的分析・評価方法と結果 

平均在院日数の短縮等に伴い、勤務医一人あたりの業務量が増大しているか否かについて、

①小児科、②心臓血管外科、③放射線科(放射線治療に携わる医師に限る)、④麻酔科ごとに、

それぞれ下記の分析・評価を行った。なお、医師の数が 0 名又は無記入の年度が存在する医

療機関は集計から除外した。また、各年度における医師 1 人あたり症例数は、それぞれの医

療機関ごとに算出した医師 1 人あたり症例数の相加平均となっている。 

 

1) 平成 22 年度における医師 1 人あたり症例数の DPC 病院・準備病院の比較 

2) DPC 病院、準備病院の平成 20 年度～22 年度医師 1 人あたり症例数の年次推移 

3) DPC 病院、準備病院の平成 20 年度～22 年度 1 施設あたり医師数の年次推移 

4) DPC 病院、準備病院の平成 20 年度～22 年度 1 施設あたり症例数の年次推移 

 

① 小児科 

小児科の医師１人あたりの症例数を以下のように定義し、分析・評価した。 

 

小児科の医師 1 人あたりの症例数 

15 歳未満の入院症例数(EF ファイル) 

小児科医師数 

 

集計の結果、平成 22 年度における小児科の医師 1 人あたり症例数を DPC 病院と準備病院と

で比較したところ、DPC 病院の方が有意に症例数が少ない（【参考資料 図 8-1 参照】）。 

経年的に見ると、DPC 病院は 2 年間では医師 1 人あたりの症例数が有意に減少している。一

方、準備病院は毎年の比較では有意な変化を認めない（【参考資料 図 8-2】参照)。 

小児科の 1 施設あたり医師数、症例数の年次推移では、DPC 病院の小児科の医師数が毎年

有意に増加し、症例数は 2 年間では有意な変化がないのに対し、準備病院では医師数、症例数

ともに有意な変化を認めない。（【参考資料 図 8-3】、【参考資料 図 8-4】参照)。 

  

＝ 
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② 心臓血管外科 

心臓血管外科の医師１人あたりの症例数を以下のように定義し、分析・評価した。 

 

心臓血管外科の医師 1 人あたり症例数 

心臓血管外科手術(*3)算定回数(EF ファイル) 

心臓血管外科医師数 

(*3) 心臓血管外科手術の対象となる項目は「K538 心膜縫合術」～「K605-4 同種心肺移植

術」の全項目とする。 

 

集計の結果、平成 22 年度における心臓血管外科の医師 1 人あたり症例数を DPC 病院と準備

病院とで比較したところ、両者の間に有意な差は認めない（【参考資料 図 9-1 参照】）。 

経年的に見ると、DPC 病院は 2 年間では医師 1 人あたりの症例数が増加しているが、平成 20

年度、21 年度間では有意に減少しており、一定の傾向を認めない。一方、準備病院は毎年の比

較では有意な変化を認めない（【参考資料 図 9-2】参照)。 

心臓血管外科の 1 施設あたり医師数、症例数の年次推移では、DPC 病院の医師数は有意な

変化を認めない一方、症例数は毎年有意に増加している。また、準備病院の 1 施設あたり医師

数も有意な変化を認めない一方、症例数は 2 年間では有意に増加している（【参考資料 図 9-3】、

【参考資料 図 9-4】参照)。 

 

③ 放射線科(放射線治療に携わる医師に限る) 

放射線科の医師１人あたりの症例数を以下のように定義し、分析・評価した。 

放射線科のうち放射線治療に携わる医師の 1 人あたり症例数 

放射線療法(*4)の入院算定回数(EF ファイル) 

放射線科のうち放射線治療に携わる医師数 

(*4) 放射線療法の対象となる項目は、放射線療法の外来実施に関する調査の際に用いた

定義と同様 

 

集計の結果、平成 22 年度の放射線治療に携わる医師 1 人あたり症例数を DPC 病院と準備病

院とで比較したところ、DPC 病院の方が有意に症例数が多い（【参考資料 図 10-1 参照】）。 

経年的に見ると、DPC 病院、準備病院ともに医師 1 人あたりの症例数に有意な変化は認めな

い（【参考資料 図 10-2】参照)。 

1 施設あたり放射線治療に携わる医師の数、放射線治療の症例数の年次推移では、DPC 病院、

では 2 年間では医師数、症例数ともに増加傾向にある一方、準備病院では医師数、症例数とも

に有意な変化を認めない（【参考資料 図 10-3】、【参考資料 図 10-4】参照)。 

＝ 

＝ 



13 
 

 

④ 麻酔科 

麻酔科の医師１人あたりの症例数を以下のように定義し、分析・評価した。 

 

麻酔科の医師の 1 人あたり症例数 

全身麻酔 (*5)の入院算定回数(EF ファイル) 

麻酔科医師数 

(*5) 全身麻酔の対象となる項目は「L008 マスク又は気管内挿管による閉鎖循環式全身麻

酔」とする 

 

集計の結果、平成 22 年度における麻酔科医師 1 人あたり全身麻酔症例数を DPC 病院と準備

病院とで比較したところ、両者の間に有意な差は認めない（【参考資料 図 11-1 参照】）。 

経年的に見ると、DPC病院では医師1人あたりの全身麻酔症例数が年々増加している。一方、

準備病院では各年度ごとに有意な変化を認めない（【参考資料 図 11-2】参照)。 

1 施設あたり麻酔科医師の数、全身麻酔の症例数の年次推移では、DPC 病院は医師数、症例

数ともに毎年有意な増加を認めている。準備病院では医師数は有意な変化を認めないが、症例

数は 2 年間では有意に増加している（【参考資料 図 11-3】、【参考資料 図 11-4】参照)。 

＝ 
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(2) 考察 

各科の医師 1 人あたりの症例数を DPC 病院、準備病院で比較したところ、放射線治療に携わ

る医師を除き、DPC 病院が準備病院と比較して有意に医師 1 人あたり症例数が多いという結果

は認めなかった。ただし、準備病院の医療機関の数が少ないことに留意する必要がある。放射

線治療に携わる医師の 1 人あたり症例数については、準備病院において非常に小さい値を示し

ているが、準備病院の 1 医療機関あたり症例数が非常に小さいことから、準備病院では放射線

治療の実施件数が少なく、放射線治療に携わる医師であっても、画像診断等、放射線治療以外

の業務に携わっていることが多いという可能性が考えられるが、本調査ではこれ以上の分析は

困難であった。 

 

DPC 病院について経年的に見ると、小児科では医師 1 人あたり症例数が有意な減少、心臓

血管外科では一定の傾向なし、麻酔科では有意な上昇、放射線治療では有意な変化なしと全て

の診療科で異なっていた。 

そのため、DPC 病院の各科の医師数、症例数の年次推移を見ると、小児科では医師数の増

加と症例数の減少の両方が関与していると考えられた。 

心臓血管外科では、1 医療機関あたりの医師数には変化がなく症例数が増加しているが、医

師 1 人あたり症例数は必ずしも毎年有意な増加を認めていない。このような状況になっている詳

細な原因は明らかではないが、医師の少ない医療機関ほど当該医療機関の症例数の変化が当

該医療機関の医師 1 人あたり症例数に与える影響が大きいため、例えば医師の少ない医療機

関で症例数が減少し、医師の多い医療機関で症例数が増加した場合、各医療機関の医師 1 人

あたり症例数を平均すると、必ずしも前年と比較して大きく増加しない可能性がある。 

放射線治療では医師数、症例数ともに増加していることから、医師 1 人あたりの症例数は有

意な変化がないと考えられた。麻酔科では、医師数、症例数ともに増加しているが、症例数の増

加が医師数の増加を上回っている可能性が考えられた。 

このように、医師 1 人あたりの症例数の経年変化は各診療科で大きな違いを認めたが、その

要因は診療各科によってそれぞれ異なっていることが伺われる。 

 

本調査で分析・評価した医師 1 人あたり症例数は、勤務医の業務すべてを評価するものでは

ないことに留意する必要があるが、勤務医の 1 人あたりの業務量は診療科によって状況や背景

が異なるため、DPC 病院と準備病院を比較することで一定の傾向を見いだすことはできず、DPC

病院において勤務医 1 人あたりの業務量が有意かつ系統的に増大していることを示唆するデー

タは得られなかった。 
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＜参考資料＞ 

本調査における評価・分析に用いた統計方法について 

 

1. 平成 22 年度特別調査 

 

○ 各分析・評価項目における DPC 病院と準備病院の比較検定については、3 群以上の 2 群間

の代表値に差があるかを検定するため、Wilcoxonの符号付き順位和検定(対応のある2群デー

タを用いたノンパラメトリック検定)を用いて、Bonferroni 法による補正を行った。 

 

○ 各分析・評価項目における年次推移については、3 群以上の各代表値に差があるかを検定す

るため、Mann-Whitney 検定（独立した 2 群データを用いたノンパラメトリック検定）を用いた。 

 

○ 各分析・評価項目における相関関係については、2 種のノンパラメトリックデータの相関の指

標となるSpearmanの順位相関係数を用いた。この係数はrs の値が-1 に近いほど負の相関、

1 に近いほど正の相関があるとされる。 

 

  |r| = 1.0 ～ 0.7 … かなり強い相関がある 

  |r| = 0.7 ～ 0.4 … かなり相関がある 

  |r| = 0.4 ～ 0.2 … やや相関がある 

  |r| = 0.2 ～ 0.0 … ほとんど相関がない 

 

2. 統計ソフト 

本調査の評価・分析に当たっては、IBM®SPSS®Statistics version20 を用いた 
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平成 22 年度特別調査  

「化学療法等の外来、入院別実施状況調査」、「医師あたりの患者数等の動向調査」 

調査票 

 

施設コード 施設機関名 

          

 

１ 貴院に勤務している医師数（外来専属の医師を除く）についてお伺いします。 

 

問１－１ 平成 22 年 11 月、貴院に勤務している医師数（但し外来業務のみに従事している医師を

除く）を常勤換算でご記入ください。平成 20 年 11 月、平成 21 年 11 月についても同様にご記

入ください。 

 平成 20 年 11 月 平成 21 年 11 月 平成 22 年 11 月 

医師数（常勤換算） 人  人  人  

＜注１＞外来業務のみに従事している（入院業務に全く従事していない）医師は数えないでくださ

い。 

例） 週１回、他院より外来診療を行う為に来ている医師 → 数に含めない。 

   病棟業務を行いつつ、週２回（月・木）外来診療を担当している医師 → 数に含める。 

＜注２＞平成 22 年 11 月中の平均的な１週間を選び（どの週を選ぶかは任意）、その勤務実績を踏

まえ、計算してください。平成 21 年、平成 20 年も同様です。 

＜注３＞ 非常勤職員の常勤換算の計算方法について 

   貴院の 1 週間の通常勤務時間を基準として、下記のような計算を行ってください。全て足し合わ

せた後、小数点第二位を四捨五入し、ご記入ください。 

  例） 1 週間の通常の勤務時間が 40 時間の病院で、週 3 日（各日 5 時間）勤務の医師数が 4 人い

る場合 

                             3 日×5 時間×4 人 

    常勤換算後の医師数＝                           ＝1.5 人 

                                40 時間 

  

参考資料２
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問１－2 平成 22 年 11 月、貴院に勤務している医師数（但し外来業務のみに従事している医師を除

く）を各診療科別に常勤換算でご記入ください。平成 20 年 11 月、平成 21 年 11 月についても

同様にご記入ください。 

 

ただし、ここでいう「各診療科」は、特に規定のない限り、「DPC 導入の影響評価に係る調査」

の様式１における「診療科コード」（１ 病院属性等 の (2)）に従って分類するものとします。 

診療科目 コード番

号 

平成 20 年 11 月 平成 21 年 11 月 平成 22 年 11 月

小児科 100 人 人 人

心臓血管外科 170 人 人 人

放射線科のうち 

放射線治療に携わる医

師 

270 の 

一部 

人 人 人

麻酔科 490 人 人 人

※ なお、病院で独自にコードを規定している場合は、上２桁が合致する診療科に医師数を振り分

けてください。 

【参考】 診療科コードについて（「DPC 導入の影響評価に係る調査」実施説明資料より） 

⑵ 診療科コード 

医療資源を最も投入した傷病の診療を担当した医師の所属する診療科のコード番号を入力する。診療科目が当該

病院の診療科名と一致しない場合には，近いものを適宜選択する。 

また，コード番号は３桁であるので，これを超えない変更は可能である。（例えば，胸部外科を外科"110"に加え

て"111"とする等） 

診療科目 コード番号 診療科目 コード番号 診療科目 コード番号 

内科 

心療内科 

精神科 

神経科 

呼吸器科 

消化器科 

循環器科 

アレルギー科 

リウマチ科 

小児科 

外科 

整形外科 

形成外科 

美容外科 

脳神経外科 

呼吸器外科 

心臓血管外科 

小児外科 

皮膚泌尿器科 

性病科 

肛門科 

産婦人科 

010 

020 

030 

040 

050 

060 

070 

080 

090 

100 

110 

120 

130 

140 

150 

160 

170 

180 

190 

200 

210 

220 

耳鼻咽喉科 

気管食道科 

リハビリテーション科

放射線科 

神経内科 

胃腸科 

皮膚科 

泌尿器科 

産科 

婦人科 

呼吸器内科 

循環器内科 

歯科 

歯科矯正科 

小児歯科 

歯科口腔外科 

糖尿病科 

腎臓内科 

腎移植科 

血液透析科 

代謝内科 

内分泌内科 

240

250

260

270

280

290

300

310

320

330

340

350

360

370

380

390

400

410

420

430

440

450

血液科 

血液内科 

麻酔科 

消化器内科 

消化器外科 

肝胆膵外科 

糖尿内科 

大腸肛門科 

眼形成眼窩外科 

不妊内分泌科 

膠原病リウマチ内科 

脳卒中科 

腫瘍治療科 

総合診療科 

乳腺甲状腺外科 

新生児科 

小児循環器科 

緩和ケア科 

内分泌リウマチ科 

血液腫瘍内科 

腎不全科 

精神神経科 

470 

480 

490 

500 

510 

520 

530 

540 

550 

560 

570 

580 

590 

600 

610 

620 

630 

640 

650 

660 

670 

680 
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眼科 230 救急医学科 460 内分泌代謝科 690 

２ 以下の診療報酬項目について貴院の「外来での算定状況」についておたずねします。 

 

問２ 以下の診療報酬について、貴院の平成 20 年 11 月、平成 21 年 11 月、平成 22 年 11 月に

おける外来でののべ算定件数をご記入ください。 

 平成 20 年 11 月 平成 21 年 11 月 平成 22 年 11 月 

＜外来でののべ算定件数をご記入ください。＞ 

外来化学療法加算１ 

（「注射」通則６ イ） 
件 件 件

外来化学療法加算２ 

（「注射」通則６ ロ） 
件 件 件

高エネルギー放射線治療 

１回目（M001 体外照射 ３ イ） 
 

 

(1) １門照射又は対向２門照

射 
件 件 件

(2) 非対向２門照射又は３門

照射 
件 件 件

(3) ４門以上の照射、運動照

射又は現体照射 
件 件 件

強度変調放射線治療 １回目 

（M001 体外照射 ４ イ） 
件 件 件

ガンマナイフによる定位放射線

治療（M001-2） 
件 件 件

直線加速器による定位放射線治

療（M001-3） 
件 件 件

痔核手術（脱肛を含む。） 

（K743）

 

 

１ 硬化療法 件 件 件

２ 硬化療法（四段階注射法

によるもの） 
件 件 件

３ 結紮術、焼灼術、血栓摘

出術 
件 件 件

４ 根治手術 件 件 件

５ PPH 件 件 件
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ヘルニア手術 鼠径ヘルニア 

（K633 ５） 
 件  件  件

体外衝撃波腎・尿管結石破砕術 

（K768） 
 件  件  件

水晶体再建術 眼内レンズを挿

入する場合（K282 １） 
 件  件  件

後発白内障手術 

（K282-2） 
 件  件  件

心臓カテーテル法による諸検査 

（Ｄ206） 
件 件 件

胃・十二指腸ファイバースコピー 

（D308） 
件 件 件

大腸ファイバースコピー（D313）  

 

１ S 状結腸 件 件 件

２ 下行結腸及び横行結腸 件 件 件

３ 上行結腸及び盲腸 件 件 件

内視鏡的胃、十二指腸ポリー

プ、粘膜切除術（K653） 
 

 

１ 早期悪性腫瘍粘膜切除術 件 件 件

２ 早期悪性腫瘍粘膜下層剥

離術 
件 件 件

３ 早期悪性腫瘍ポリープ切

除術 
件 件 件

４ その他のポリープ・粘膜切

除術 
件 件 件

内視鏡的結腸ポリープ・粘膜切

除術（K721 全区分の合計※） 
件 件 件

内視鏡的大腸ポリープ・粘膜切

除術（K721-2 全区分の合計
件 件 件

※ K721 及び K721-2 は平成２２年度診療報酬改定において点数体系が変更となっているため、

該当する区分全ての合計件数をお書きください。 
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３ 貴院で導入されているレセプトコンピューターの統計機能等についてお伺いします。 

設問は以上です。ご協力ありがとうございました。 

問３－１ 貴院で導入されているレセプトコンピューターの会社名、導入時期等についてお教えください。 

ソフトメーカー名（自主開発の場合はその旨御記載下さい） ソフト名及びバージョン等 

  

販売代理店 導入時期 次回更新予定時期 

 年     月 年      月 

問３－２ 今回の特別調査について、該当するものに○をお付けください。 

（  ） 事務系の職員等のみで対応可能な内容であった。 

（  ） 院内の情報処理系の専門職員で対応可能な内容であった。 

（  ） 院内の医療従事者（医師、看護師等）に聞かないとわからない内容であった。 

（  ） レセプトコンピューターの開発元（販売元）に依頼しないと対応できない内容であった。 

問３－３ 貴院のレセプトコンピューターの統計機能を使用するに当た

り、どの程度過去のデータをさかのぼることが可能でしょうか。 
過去      か月分まで可能 

問３－４ 貴院のレセプトコンピューターの統計機能を活用し、以下の集計のうち実行困難なものについて○

をお付けください。集計は外来レセプトを対象として行うものとお考えください。 

（  ） 薬剤の使用状況の集計。 

     例） 先月の外来患者のうち「パクリタキセル」を使用した患者の人数。 

（  ） 複数の薬剤の併算定状況の集計。 

     例） 先月の外来患者のうち「パクリタキセル」及び「カルボプラチン」を使用した患者の人数。  

（  ） 複数の診療行為の併算定状況の集計。 

     例） 先月の外来患者のうち「CT 撮影」及び「MRI 撮影」を算定した患者の人数。 

（  ） 病名と診療行為のクロス集計 

     例） 先月の外来患者のうち病名に「子宮がん」があり、「CT 撮影」を算定した患者の人数。 

（  ） 薬剤と診療行為のクロス集計 

     例） 先月の外来患者のうち「尿素呼気試験」を算定し「ランソプラゾール」を処方した患者の人数。 

（  ） 病名と薬剤のクロス集計 

     例） 先月の外来患者のうち病名に「胃潰瘍」があり、「ランソプラゾール」を処方した患者の人数。 

（  ） 病名と複数薬剤のクロス集計 

     例） 先月の外来患者のうち病名に「胃潰瘍」があり、「ランソプラゾール」「アモキシシリン」「クラリス

ロマイシン」の３剤（ピロリ菌除菌の３剤）を処方した患者の人数。 

＜補足＞本問は今後の特別調査にあたり、調査を引き受けていただいている皆さまの病院にとって、調査内容

が過剰な負担とならないようにするために、現状把握をする目的で記載をお願いさせていただくもので

す。本来の調査（設問１，２）に対して付加的なものですが、ご協力のほどよろしくおねがいいたします。 
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先進医療制度の見直し（先進医療・高度医療の一本化）について（報告） 

 

１ 経緯 

「新成長戦略」（平成 22 年 6 月 18 日閣議決定）、「規制・制度改革に係る対処方針」

（平成 22 年 6 月 18 日閣議決定）、先進医療専門家会議等における指摘等を踏まえ、従前

の先進医療専門家会議及び高度医療評価会議における審査の効率化、重点化を図ることを

目的として、両会議における審査を一つの会議において行うこと等について、中医協総会

（平成 23 年 5 月 18 日）において了承され、平成 24 年 7 月 31 日に「厚生労働大臣の定め

る先進医療及び施設基準の制定等に伴う実施上の留意事項及び先進医療に係る届出等の取

扱いについて（医政発 0731 第２号、薬食発 0731 第２号、保発 0731 第７号）」を発出した。 

平成 24 年 10 月 1 日より両会議を一本化した「先進医療会議」及び先進医療会議の下に

設置した「先進医療技術審査部会」において、先進医療の科学的評価等を開始した。 

 

２ 見直し後の先進医療の分類 

先進医療Ａ 

１ 未承認等の医薬品若しくは医療機器の使用又は医薬品若しくは医療機器の適応外

使用を伴わない医療技術（４に掲げるものを除く。） 

２ 以下のような医療技術であって、当該検査薬等の使用による人体への影響が極めて

小さいもの 

  （１）未承認等の体外診断薬の使用又は体外診断薬の適応外使用を伴う医療技術 

  （２）未承認等の検査薬の使用又は検査薬の適応外使用を伴う医療技術 

 

先進医療Ｂ 

３ 未承認等の医薬品若しくは医療機器の使用又は医薬品若しくは医療機器の適応外

使用を伴う医療技術（２に掲げるものを除く。） 

４ 未承認等の医薬品若しくは医療機器の使用又は医薬品若しくは医療機器の適応

外使用を伴わない医療技術であって、当該医療技術の安全性、有効性等に鑑み、そ

の実施に係り、実施環境、技術の効果等について特に重点的な観察・評価を要する

ものと判断されるもの。 

 

３ 先進医療会議の役割 

（１）先進医療Ａ及び先進医療Ｂの振り分け 

（２）先進医療の技術的妥当性、社会的妥当性の審査、施設基準の設定等 

（３）先進医療実施後の評価 

 

４ 先進医療技術審査部会の役割 

（１）先進医療Ｂの技術的妥当性、実施する保険医療機関の適格性等の審査 

（２）先進医療Ｂの先進医療実施後の評価 

 

先 － ３ 改 

２４．１０．２４ 
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５ 先進医療として実施されている技術の評価等 

（１）定期報告（毎年１回） 

【対象技術】 

先進医療 A及び Bの全ての技術 

【方法】 

・医療機関は、前年７月１日から当該年の６月 30 日までの実施状況を当該年 8月末ま

でに報告する。 

・報告内容は、年間実施件数、1件当たり医療費等である。なお、先進医療 Aについ

ては、本会議に報告することとし、先進医療 Bについては、技術審査部会において確

認した後、結果を本会議へ報告することとする。 

・年間実施件数が著しく少ない技術等については、必要があれば事務局はその要因等

を確認し、実施医療機関に実施体制やプロトコルの見直しの提案等を含めた指摘を行

う。 

・結果は、中医協へ報告する。 

 

（２）保険導入に向けた検討（２年に１回診療報酬改定時） 

【対象技術】 

・先進医療 Aの全ての技術 

・薬事未承認等の医薬品等を伴わない先進医療 B（総括報告書が提出されているもの

に限る）の技術 

【方法】 

・従前の通り、診療報酬改定時に対象技術の保険導入の可否について、一次評価（３

名の構成員による書面評価）及び二次評価（本会議での検討）を行い、その評価結果

を中医協へ報告する。 

・先進医療として継続すべきと評価された先進医療 Aの技術については、必要があれ

ば施設基準の見直しを行う。 

 

（３）総括報告（試験終了時） 

【対象技術】 

先進医療 Bの全ての技術 

【方法】 

・申請医療機関は試験が終了した場合に、総括報告書を事務局に提出する。 

・総括報告書を元に、技術審査部会において以下の対応を行う。 

○薬事承認申請の効率化に資するかどうか等について、技術的な評価を行い必要

な助言等を行う（薬事未承認等の医薬品等を伴う技術）。 

○保険収載の可否の評価に必要な結果が得られているか等について、技術的な評

価を行った上で上記（２）の検討を診療報酬改定時に本会議で行う（上記以外

の技術）。 

・評価結果は本会議に報告する。 
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・申請受付の報告     ・審査方法の検討 

先進医療の実施 

先進医療技術審査部会 
 

技術的妥当性、試験実施計画書等の審査 

・技術的妥当性（有効性、安全性、技術的成熟度）の審査 
  先進医療Ｂは部会の審査結果を、外部機関で評価する技術は外部機関の評価結果を
踏まえ検討 
・社会的妥当性（倫理性、普及性、費用対効果）の審査      等                                   

先進医療会議における審査の流れについて 

（先進医療Ａ） 
･ 未承認、適応外の医薬品、
医療機器の使用を伴わない
医療技術 
 
･ 未承認、適応外の体外診
断薬の使用を伴う医療技術
等であって当該検査薬等の
使用による人体への影響が
極めて小さいもの 

（先進医療Ｂ） 
･ 未承認、適応外の医薬品、医療機器の使
用を伴う医療技術 
 
・ 未承認、適応外の医薬品、医療機器の使
用を伴わない医療技術であって、当該医療
技術の安全性、有効性等に鑑み、その実施
に係り、実施環境、技術の効果等について
特に重点的な観察・評価を要するものと判断
されるもの 

先進医療会議 

保険医療機関 

事務局 

医療機関毎に個別に実施の可否を決定 
実施可能な医療機関の施設

基準を設定 

平成24年10月～ 
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事務局 

・技術的妥当性（有効性、安全性、技術的成熟度）の評価 
  先進医療Ｂ及び外部機関で評価する技術においては部会の評価結果を踏まえ
実施      
・社会的妥当性（倫理性、普及性、費用対効果）の評価                                                           
・保険収載の必要性の検討 
・実施状況等を踏まえた先進医療としての継続の可否の検討    等                                                                                            

先進医療実施後の技術の評価について 

（先進医療Ａ） （先進医療Ｂ） 

（前ページからの続き） 

先進医療の実施 

・試験期間の終了または症例登録の終
了による総括報告 
・毎年１回の定期報告 

・診療報酬改定での保険導入に向けた
検討のための報告 
・毎年１回の定期報告 

先進医療技術審査部会 
 

 技術的妥当性（有効性、安全性、技術的成
熟度）の評価 

先進医療会議 

保険収載 
※診療報酬改定時における検討 

先進医療として継続 先進医療告示から取消し 

4



～平成24年9月 
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第２項先進医療及び第３項先進医療の 

先進医療 A又は Bへの振り分けについて 

 

第２項先進医療（66技術）及び第３項先進医療（40技術）（平成 24年 11月 30日時点）

の先進医療 A又は Bへの振り分けについては、平成 24年 10月 24日の第 1回先進医療会議

における「先進医療 A及び先進医療 Bの分類に係る考え方について」（別添資料 先－３（参

考 1）改）に基づき、下記Ⅰ及びⅡの通りとすることとした。 

 

Ⅰ 第２項先進医療（66技術） 

 

１．先進医療 Aへ振り分ける技術（50技術）  

(1) 告示番号 1：高周波切除器を用いた子宮腺筋症核出術 

(2) 告示番号 2：膝靱帯再建手術における画像支援ナビゲーション 

(3) 告示番号 4：造血器腫瘍細胞における薬剤耐性遺伝子産物Ｐ糖蛋白の測定 

(4) 告示番号 5：悪性高熱症診断法（スキンドファイバー法） 

(5) 告示番号 6：先天性血液凝固異常症の遺伝子診断 

(6) 告示番号 7：三次元形状解析による体表の形態的診断 

(7) 告示番号 8：陽子線治療 

(8) 告示番号 9：成長障害の遺伝子診断 

(9) 告示番号 10：経頸静脈肝内門脈大循環短絡術 

(10) 告示番号 12：ミトコンドリア病の遺伝子診断 

(11) 告示番号 13：神経変性疾患の遺伝子診断 

(12) 告示番号 15：重粒子線治療 

(13) 告示番号 16：硬膜外腔内視鏡による難治性腰下肢痛の治療 

(14) 告示番号 17：重症ＢＣＧ副反応症例における遺伝子診断 

(15) 告示番号 19：マントル細胞リンパ腫の遺伝子検査 

(16) 告示番号 20：抗悪性腫瘍剤治療における薬剤耐性遺伝子検査 

(17) 告示番号 21：Ｑ熱診断における血清抗体価測定及び病原体遺伝子検査 

(18) 告示番号 22：家族性アルツハイマー病の遺伝子診断 

(19) 告示番号 23：腹腔鏡下膀胱尿管逆流防止術 

(20) 告示番号 24：泌尿生殖器腫瘍後腹膜リンパ節転移に対する腹腔鏡下リンパ節

郭清術 

(21) 告示番号 27：ＣＹＰ２Ｃ１９遺伝子多型検査に基づくテーラーメイドのヘリ

コバクター・ピロリ除菌療法 

(22) 告示番号 29：Ｘ線ＣＴ画像診断に基づく手術用顕微鏡を用いた歯根端切除手

術 

(23) 告示番号 30：定量的ＣＴを用いた有限要素法による骨強度予測評価 

(24) 告示番号 31：歯周外科治療におけるバイオ・リジェネレーション法 

先 － ３ 改 

２４．１１．３０ 
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(25) 告示番号 32：セメント固定人工股関節再置換術におけるコンピュータ支援フ

ルオロナビゲーションを用いたセメント除去術 

(26) 告示番号 36：ＥＢウイルス感染症迅速診断（リアルタイムＰＣＲ法） 

(27) 告示番号 37：多焦点眼内レンズを用いた水晶体再建術 

(28) 告示番号 38：フェニルケトン尿症の遺伝子診断 

(29) 告示番号 39：培養細胞によるライソゾーム病の診断 

(30) 告示番号 40：腹腔鏡下子宮体がん根治手術 

(31) 告示番号 41：培養細胞による脂肪酸代謝異常症又は有機酸代謝異常症の診断 

(32) 告示番号 42：ＲＥＴ遺伝子診断 

(33) 告示番号 43：角膜ジストロフィーの遺伝子解析 

(34) 告示番号 44：光トポグラフィー検査を用いたうつ症状の鑑別診断補助 

(35) 告示番号 45：内視鏡下筋膜下不全穿通枝切離術 

(36) 告示番号 46：歯科用ＣＡＤ・ＣＡＭシステムを用いたハイブリッドレジンに

よる歯冠補綴 

(37) 告示番号 47：実物大臓器立体モデルによる手術支援 

(38) 告示番号 48：単純疱疹ウイルス感染症又は水痘帯状疱疹ウイルス感染迅速診

断（リアルタイムＰＣＲ法） 

(39) 告示番号 49：網膜芽細胞腫の遺伝子診断 

(40) 告示番号 50：胸腔鏡下動脈管開存症手術 

(41) 告示番号 51：腹腔鏡下スリーブ状胃切除術 

(42) 告示番号 52：IL28Bの遺伝子診断によるインターフェロン治療効果の予測評価 

(43) 告示番号 53：前眼部三次元画像解析 

(44) 告示番号 54：有床義歯補綴治療における総合的咬合・咀嚼機能検査 

(45) 告示番号 55：急性リンパ性白血病細胞の免疫遺伝子再構成を利用した定量的

ＰＣＲ法による骨髄微小残存病変（ＭＲＤ）量の測定 

(46) 告示番号 56：最小侵襲椎体椎間板掻爬洗浄術 

(47) 告示番号 62：腹腔鏡下仙骨膣固定術 

(48) 告示番号 63：硬膜外自家血注入療法 

(49) 告示番号 65：MEN１遺伝子診断 

(50) 告示番号 66：金属代替材料としてのグラスファイバー補強高強度コンポジッ

トレジンブリッジの治療技術 

 

 

２．先進医療 Bへ振り分ける技術（15技術） 

(1) 告示番号 3：凍結保存同種組織を用いた外科治療 

(2) 告示番号 11：骨髄細胞移植による血管新生療法 

(3) 告示番号 14：難治性眼疾患に対する羊膜移植術 

(4) 告示番号 18：自家液体窒素処理骨移植 
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(5) 告示番号 25：末梢血幹細胞による血管再生治療 

(6) 告示番号 26：末梢血単核球移植による血管再生治療 

(7) 告示番号 28：非生体ドナーから採取された同種骨・靱帯組織の凍結保存 

(8) 告示番号 33：樹状細胞及び腫瘍抗原ペプチドを用いたがんワクチン療法 

(9) 告示番号 34：自己腫瘍・組織を用いた活性化自己リンパ球移入療法 

(10) 告示番号 35：自己腫瘍・組織及び樹状細胞を用いた活性化自己リンパ球移入

療法 

(11) 告示番号 57：短腸症候群又は不可逆的な機能性小腸不全に対する脳死ドナー

からの小腸移植 

(12) 告示番号 58：多血小板血漿を用いた難治性皮膚潰瘍の治療 

(13) 告示番号 59：短腸症候群又は不可逆的な機能性小腸不全に対する生体ドナー

からの小腸部分移植 

(14) 告示番号 60：自家嗅粘膜移植による脊髄再生治療 

(15) 告示番号 64：食道アカラシア等に対する経口内視鏡的筋層切開術 

 

３．先進医療から削除する技術 

(1) 告示番号 61：デキストラン硫酸を用いた吸着型血漿浄化器を使用した血漿交換

療法 

 

 

Ⅱ 第３項先進医療（40技術） 

第３項先進医療については、すべての技術が未承認等の医薬品若しくは医療機器の使

用又は医薬品若しくは医療機器の適応外使用を伴う医療技術に該当し、人体への影響が

極めて小さい未承認等の体外診断薬又は検査薬を伴う医療技術には該当しないため、先

進医療 Bとして実施することとした。 
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先進医療 A 及び先進医療 B の分類に係る考え方について 

 
 
１． 背景等 

 
 「厚生労働大臣の定める先進医療及び施設基準の制定等に伴う実施上の留意事

項及び先進医療に係る届出等の取扱いについて」（平成２４年７月３１日付医政

発 0731 第２号、薬食発 0731 第２号、保発 0731 第７号）においては、先進医

療Ａについては、下記の１又は２に掲げるもの、先進医療 B については、下記

の３又は４に掲げるものとされている。 
 

○先進医療 A 
１ 未承認等の医薬品若しくは医療機器の使用又は医薬品若しくは医療機器の適応

外使用を伴わない医療技術（４に掲げるものを除く） 
２ 以下のような医療技術であって、当該検査薬等の使用による人体への影響が極

めて小さいもの 
（１）未承認等の体外診断薬の使用又は体外診断薬の適応外使用を伴う医療技術 
（２）未承認等の検査薬の使用又は検査薬の適応外使用を伴う医療技術 

 
○先進医療 B 

３ 未承認等の医薬品若しくは医療機器の使用又は医薬品若しくは医療機器の適応

外使用を伴う医療技術（２に掲げるものを除く。） 
４ 未承認等の医薬品若しくは医療機器の使用又は医薬品若しくは医療機器の適応

外使用を伴わない医療技術であって、当該医療技術の安全性、有効性等に鑑み、

その実施に係り、実施環境、技術の効果等について特に重点的な観察・評価を要

するものと判断されるもの。 
 

 
 特に、上記、４における、「当該医療技術の安全性、有効性等に鑑み、その実施

に係り、実施環境、技術の効果等について特に重点的な観察・評価を要するも

のと判断されるもの」については、具体的にどのような技術が該当するのか、

次のように整理した。 
 

  

先－５－１ 改 

２４．１０．２４  

 

先 － ３（参考１）改 

２４．１１．３０ 
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２． 「当該医療技術の安全性、有効性等に鑑み、その実施に係り、実施環境、技術の効果

等について特に重点的な観察・評価を要するものと判断されるもの」の考え方 
 

下記の①～②に該当する技術とする。 
 
①  技術自体の成熟度が低い（有効性・安全性等に不明確な点が多い、手技手法の

改善の余地がある、申請時点の実績症例数が少ない等）と考えられる技術等、施

設を限定して実施すべき技術 
 

 
②  ガイドラインの遵守等による実施環境の詳細な条件設定や効果評価について

の詳細な条件設定が必要な技術等、施設基準で設定可能な要因以外の要因が大き

く影響するため、施設基準の設定だけでは適切な評価が可能なデータの入手が困

難な技術等、詳細なプロトコルを定めて評価すべき技術 
 
 
該当する技術には以下のような例がある。 
・がん免疫療法等の免疫療法を活用した治療技術 
・自家移植、同種・異種移植（臓器移植・組織移植） 
・幹細胞を用いる治療技術 
・遺伝子、ウイルス操作を用いる治療技術 
・ロボットを用いる手術 
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（先進医療B） 
 
 

（先進医療A） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    現行の第２項先進医療の技術の平成２４年１０月１日以降の運用方法              

平成２４年１０月１日 平成２８年４月１日 

第２項 
先進医療 
６５技術 

平成２６年４月１日 

【移行期間】 

先－５－２（別添）  

２ ４ ． ９ ． ２ ７  

 

保険収載又は削除 

保険収載又は削除 

保険収載又は削除 

保険収載又は削除 

先進医療Bとして 
新たに承認された技術 

第３項先進医療から先進医療B 
として継続することとされた技術 

先進医療Aとして継続 
することとされた技術 

先進医療Bとして実施 
することとされた技術 

先進医療 
から削除 

先進医療Bとして
届出・承認 

先進医療Bとして
届出・承認 

先－５－２（別添）  

２４．１０．２４  
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044
自己培養口腔粘膜上皮細胞シート移
植術

角膜上皮幹細胞疲弊症 自己培養口腔粘膜上皮細胞シート
194万円

（患者負担分は55万円）
83万円 32万5千円 適 別紙１

【備考】
○「第２項先進医療」は、薬事法上の未承認又は適応外使用である医薬品又は医療機器の使用を伴わず、未だ保険診療の対象に至らない先進的な医療技術。

第２回先進医療会議（平成２４年１１月３０日）における第３項先進医療の科学的評価結果

整理
番号

保険給付される
費用※2

（「保険外併用療養費」）

医薬品・
医療機器情報

総評

○「第３項先進医療（高度医療）」は、薬事法上の未承認又は適応外使用である医薬品又は医療機器の使用を伴い、薬事法による申請等に繋がる科学的評価
　可能なデータ収集の迅速化を図ることを目的とした、先進的な医療技術。

その他
（事務的対応等）

技術名 適応症
保険給付されない

費用※1※2

（「高度医療に係る費用」）

保険外併用療養費分
に係る一部負担金

※１　医療機関は患者に自己負担額を求めることができる。
※２　典型的な１症例に要する費用として申請医療機関が記載した額。
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（別添様式第３－１号） 
 

高度医療の名称 自己培養口腔粘膜上皮細胞シート移植術 

適応症 

角膜上皮幹細胞疲弊症 

内容 

 
（先進性） 
従来の角膜移植で根治させることが困難である角膜上皮幹細胞疲弊症の視力回復が長期的

に得られ、また自家移植であるため、免疫抑制剤の投与が不要になる。 
 
 

（概要） 
本方法は、患者本人の口腔粘膜組織を採取し単離した上皮細胞を、温度応答性培養皿上で

約２週間培養し、培養上皮細胞シートを作製する。角膜表面から結膜瘢痕組織を外科的に除去

した後、この細胞シートを露出させた角膜実質に縫合する。 
これにより、角膜表面は上皮組織により完全に再建され、角膜の透明性が回復し、視力回復

が長期的に得られる事が期待できる。 
 
 

（効果） 
従来の角膜移植では根治が困難である疾患に対し、視力回復が長期的に得られ、拒絶反応

が回避できるため、免疫抑制剤の投与も不要となる。 
 
 
（高度医療に係る費用） 
 先進医療に係る費用1,939,998円のうち、患者負担は550,000とし、差額は校費もしくは研究

費で支払う。 

申請医療機関 大阪大学医学部附属病院 

協力医療機関 なし 
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【別添】「自己培養口腔粘膜上皮細胞シート移植術」の被験者の適格基準及び選

定方法（申請書類より抜粋） 

角膜上皮幹細胞疲弊症の患者で、同意取得時に以下に挙げたすべての項目を満たす患者

を対象とする。 

1) 対象眼が全周に及び角膜上皮幹細胞が疲弊している患者 

2) 対象眼の角膜表面全体が結膜組織で被覆されている患者 

3) 同意取得時年齢が20歳以上の男女 

4) 被験者本人の書面による同意が得られている患者 

 

除外基準 

1) 妊娠あるいは妊娠している可能性のある患者、及び授乳中の患者 

2) 感染症（HBV、HCV、HIV、HTLV-1）に罹患している患者 

3) 治療に抵抗する極端な涙液減少症の患者 

4) 採取部位の口腔粘膜に明らかな瘢痕化がある、或いは炎症所見があり採取が不可能な

患者  

5) 活動状態（PS＊）のScoreが3以上のもの 

6) その他、合併症等のため、担当医師が不適当と判断した患者 

＊注釈）PS（Performance Status）: Common Toxicity Criteria, Version 2.0 Publish Date April 

30, 1999の規定する 

PS Score: 0 全く問題なく活動できる。 

1 肉体的に激しい活動は制限されるが、歩行可能で、軽作業や座って

の作業は行うことができる。（例：軽い家事、事務作業） 

2 歩行可能で自分の身の回りのことはすべて可能だが作業はできな

い。（日中の50%以上はベッド外で過ごす） 

3 限られた自分の回りのことしかできない。日中の50%以上をベッド

か椅子で過ごす。 

4 全く動けない。自分の身の回りのことは全くできない。完全にベッ

ドか椅子で過ごす。 

 

選定方法 

角膜上皮幹細胞疲弊症の患者が、本治療法を希望されれば、選定基準のすべてを満たし、

除外基準のすべてを満たさないことか確認してうえで、文章による説明同意を得て対象患

者として選定する。 
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先進医療Ｂ評価用紙（第 2 号）   

 

評価者 構成員： 北村 惣一郎     技術委員：       

先進技術としての適格性 
 

先 進 医 療 

の 名 称 
自己培養口腔粘膜上皮細胞シート移植術 

社会的妥当性 

(社会的倫理

的 問 題 等 ) 

○A ．倫理的問題等はない。 

B．倫理的問題等がある。 

現 時 点 で の 

普 及 性 

A．罹患率、有病率から勘案して、かなり普及している。 

B．罹患率、有病率から勘案して、ある程度普及している。 

○C ．罹患率、有病率から勘案して、普及していない。 

効 率 性 

既に保険導入されている医療技術に比較して、 

○A ．大幅に効率的。 

B．やや効率的。 

C．効率性は同程度又は劣る。 

将来の保険収

載 の 必 要 性 

○A ．将来的に保険収載を行うことが妥当。なお、保険導入等の評価に際しては、

以下の事項について検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

B． 将来的に保険収載を行うべきでない。 

総 評 

総合判定： ○適  ・ 条件付き適 ・ 否 

コメント：  先進医療Bで進める臨床研究の本プロトコールをPMDAとも早期検

討し、治験をせずとも薬事承認を可とする新しい先進医療の道筋の

成功例になってもらいたい。 

 
 

患者個人からの口腔粘膜の培養をプロトコールを遵守して行える

施設のみで行う施設限定の保険医療とするか、CPC など細胞培養

過程の GMP 対応可能企業が成立するか見極める必要がある。 
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平成 24年 10月 24日 

 

「自己培養口腔粘膜上皮細胞シート移植術（整理番号 046）」の有効性・安全性にか

かる評価について 

 

先進医療技術審査部会 

座長 猿田 享男 

 

 大阪大学医学部附属病院から申請のあった新規技術について、高度医療評価会議で

安全性・有効性について検討を行い、その結果を以下の通りとりまとめたので報告い

たします。 

 

１．先進医療の概要  

先進医療の名称：自己培養口腔粘膜上皮細胞シート移植術 

適応症：角膜上皮幹細胞疲弊症 

内容： 

（先進性） 

従来の角膜移植で根治させることが困難である角膜上皮幹細胞疲弊症の視力回復が長

期的に得られ、また自家移植であるため、免疫抑制剤の投与が不要になる。 

  

  

（概要）  

本方法は、患者本人の口腔粘膜組織を採取し単離した上皮細胞を、温度応答性培養皿

上で約2 週間培養し、培養上皮細胞シートを作製する。角膜表面から結膜瘢痕組織を外

科的に除去した後、この細胞シートを露出させた角膜実質に縫合する。 

これにより、角膜表面は上皮組織により完全に再建され、角膜の透明性が回復し、視

力回復が長期的に得られることが期待できる。 

 

 

（効果）  

従来の角膜移植では根治が困難である疾患に対し、視力回復が長期的に得られ、拒絶

反応が回避できるため、免疫抑制剤の投与も不要となる。 
 

 

（先進医療に係る費用）  

先進医療に係る費用 1,939,998 円のうち、患者負担は 550,000 円とし、差額は校費も

しくは研究費で支払う。 
 

申請医療機関 大阪大学医学部附属病院 

協力医療機関 なし 
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２．高度医療評価会議における審議概要 

 

(1)開催日時：平成 24年６月 27日(水) 14：00～15：00 

（第 32回 高度医療評価会議） 

 

(2)議事概要 

大阪大学医学部附属病院から申請のあった新規医療技術について、申請書を基に、

安全性・有効性等に関する評価が行われた。 

その結果、当該技術を「適」として了承し、先進医療専門家会議に報告することと

した。 

 

（本会議での評価結果） 

（別紙）第 32回高度医療評価会議資料１－２ 参照 

 

 

３．高度医療評価会議での検討結果 

 大阪大学医学部附属病院からの新規医療技術に関して、高度医療評価会議は、主と

して有効性・安全性等にかかる観点から論点整理を進め、出席構成員等が確認を行っ

た結果、当該新規技術の申請内容が高度医療として妥当であると判断した。 

 なお、高度医療評価会議終了後、臨床研究の保険への加入が可能となったため、保

険への加入及びそれに伴う申請書等の修正を行ったことを申し添える。 
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第 32 回高度医療評価会議 
資料１－２

平成 24 年６月 27 日 

 

高度医療 評価表（番号 046 ） 

評価委員  主担当：柴田    

副担当：村上   副担当：田島   技術委員：高橋   

 

高度医療の名称 自己培養口腔粘膜上皮細胞シート移植術 

申請医療機関の名称 大阪大学医学部附属病院 

医療技術の概要 本方法は、患者本人の口腔粘膜組織を採取し単離した上

皮細胞を、温度応答性培養皿上で約2 週間培養し、培養上

皮細胞シートを作製する。角膜表面から結膜瘢痕組織を外

科的に除去した後、この細胞シートを露出させた角膜実質

に縫合する。 

これにより、角膜表面は上皮組織により完全に再建され、

角膜の透明性が回復し、視力回復が長期的に得られること

が期待できる。 

 

 

【実施体制の評価】 評価者：村上        

１．実施責任医師等の体制 適 ・ 不適 

２．実施医療機関の体制 適 ・ 不適 

３．医療技術の有用性等 適 ・ 不適 

コメント欄：（「不適」とした場合には必ず記載ください。） 

対象となる症例の数は多いものではないが、医療上の必要性が高い日本発の医療

技術である。既にフランスにおいて臨床開発が進行していることから、高度医療で

実施することで開発の Go/No go 判断を速やかに行い、治験に繋げていくことが肝

要と考える。 

実施条件欄：（修正すれば適としてよいものは、その内容を記載ください。） 

 

 

 

【実施体制の評価】 評価者：高橋        

１．実施責任医師等の体制 適 ・ 不適 

２．実施医療機関の体制 適 ・ 不適 

３．医療技術の有用性等 適 ・ 不適 

コメント欄：（「不適」とした場合には必ず記載ください。） 

実施体制等については問題なく、「適」と判断する。 

実施条件欄：（修正すれば適としてよいものは、その内容を記載ください。） 
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第 32 回高度医療評価会議 
資料１－２

平成 24 年６月 27 日 

 

【倫理的観点からの評価】評価者：田島    

４．同意に係る手続き、同意文書 適 ・ 不適 

５．補償内容 適 ・ 不適 

コメント欄：（「不適」とした場合には必ず記載ください。） 

 説明文書については、質疑応答を経て所要の修正がなされた結果、問題点が解消

されたので、適とする。 

（患者相談等の対応が整備されているか、についても記載下さい。） 

 患者相談の対応は整備されている。 

実施条件欄：（修正すれば適としてよいものは、その内容を記載ください。） 

 

 

 

 

【プロトコールの評価】 評価者：柴田     

６．期待される適応症、効能及び効果 適 ・ 不適 

７．予測される安全性情報 適 ・ 不適 

８．被験者の適格基準及び選定方法 適 ・ 不適 

９．治療計画の内容 適 ・ 不適 

１０．有効性及び安全性の評価方法 適 ・ 不適 

１１．モニタリング体制及び実施方法 適 ・ 不適 

１２．被験者等に対して重大な事態が生じた場合の対処方法 適 ・ 不適 

１３．試験に係る記録の取扱い及び管理・保存方法 適 ・ 不適 

１４．患者負担の内容 適 ・ 不適 

１５．起こりうる利害の衝突及び研究者等の関連組織との関

わり 

適 ・ 不適 

１６．個人情報保護の方法 適 ・ 不適 

コメント欄：（「不適」とした場合には必ず記載ください。） 

 本臨床試験を高度医療評価制度下で実施するに足るデータがあると見なせるか、逆に、現時点で治験ではな

く高度医療評価制度下で本臨床試験を実施することにより、治験を実施するか否かの意思決定を（登録終了ま

でに 3年を要した場合、最終登録例の主要評価項目の評価終了まで 4年程）漫然と先送りすることにならない

か、の両面からの検討が必要と考える。プロトコールの評価に関連して後者について申請者の見解を照会した

ところ、回答より、本臨床試験実施で有効性に関する情報が追加されること、術後 2年間までの有効性、安全

性の情報が得られること、将来実施される治験で用いるべきエンドポイントの妥当性の検討等に寄与する情報

を得られること等が考えられ、漫然と意思決定が先送りされるものではないと解釈した。 

 本臨床試験の主要評価項目は「1 年後の結膜化がなく、かつ上皮欠損のない面積」であり、術後 1 年時点で

この面積が 10%以上であった場合に有効とし、有効となる症例の割合が従来法では 2～3割程度であるのに対し

本法では 8～9 割となることが見込まれている。この定義による「有効」の臨床的意義については議論の余地

があると考えるが、より厳密な治験の実施の Go/No go 判断を下すための探索的な臨床試験での有効性評価方
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第 32 回高度医療評価会議 
資料１－２

平成 24 年６月 27 日 

 

法としては問題ないと判断した。なお、有効性を評価する時期が術後 1年時点で良いのかについては別途検討

が必要であるが、この点については、術後 2年までの追跡を行うよう臨床試験実施計画を変更する旨の回答が

なされており、本臨床試験の結果にもとづきその妥当性を検討し得ると考える。 

 その他、有害事象発現時の対応に関する規定、本臨床試験の有効性を評価・解析する際の方法等について、

指摘をしたところ、臨床試験実施計画書を改訂する旨の回答を得た。 

 

実施条件欄：（修正すれば適としてよいものは、その内容を記載ください。） 

 

 

 

 

【総評】（主担当の先生が御記載ください。） 

総合評価 適   条件付き適   継続審議   不適 

予定症例数 10 例 予定試験期間 3 年 

実施条件：（修正すれば適となる場合は、修正内容を記載ください。） 

 

 

 

 

 

コメント欄（不適とした場合は、その理由を必ず記載ください。） 
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自己培養口腔粘膜上皮細胞シート自己培養口腔粘膜上皮細胞シ ト
薬事承認までのロードマップ

試験薬または試験機器：自己培養口腔粘膜上皮細胞シート
高度医療での適応疾患：角膜上皮幹細胞疲弊症

２０１１ ２０１２ ２０１４２０１３ ２０１５ ２０１６ ２０１７

高度医療高度医療 治験治験 承認
世界普及・
産業化へ産業化へ

試験名：角膜上皮幹細胞疲弊症に対する自己
培養口腔粘膜上皮細胞シート移植の臨床試験 欧米での現状培養口腔粘膜上皮細胞シ ト移植の臨床試験
試験デザイン：単群非ランダム化試験
期間：2010年10月～2013年10月
被験者数：10例

欧米での現状
薬事承認：米国（無） 欧州（無）

評価項目：結膜化がなく、かつ上皮欠損のない面積
矯正視力、角膜混濁、角膜血管新生、安全性情報
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第３項先進医療技術

12
胎児胸腔・羊水腔
シャントチューブ留
置術

原発性胎児胸水又は肺分画症
による続発性胎児胸水（胎児
水腫又は羊水過多であって、
胸腔穿刺後に速やかな胸水の
再貯蓄が認められるもの（妊
娠二十週以上三十四週未満の
ものに限る。）に限る。）

未承認
医療機器

H24.7.1 H24.6.15

平成23年12月20日付に
て、対象となる医療機器
（製品名：胎児シャン
ト）が薬事承認を取得
し、平成24年7月1日付に
て保険収載されるため削
除とした。

国立成育医療
センター

10
ＣＴ透視ガイド下経
皮的骨腫瘍ラジオ波
焼灼療法

転移性骨腫瘍（既存の治療法
により制御不良なものに限
る。）又は類骨腫（診断が確
定したものに限る。）

適応外
医療機器

H24.9.18 H24.10.24

高度医療評価制度として
施行していた臨床試験
（JIVROSG-0208）が完了
したため取り下げた。
（薬事申請予定）

国立がん研究
センター中央
病院

25

生体内吸収性高分子
担体を用いた塩基性
線維芽細胞増殖因子
による血管新生療法

慢性閉塞性動脈硬化症又は
バージャー病（いずれも従来
の治療法による治療が困難な
ものに限る。）

未承認
医薬品

H24.10.22 H24.11.30

先進医療開始時に設定し
た目標患者数10名全てに
おいて治療後の観察期間
が満了し、試験が終了し
たため取り下げた。

京都大学医学
部附属病院

・ラジオ波発生装置（製
品名：Leveen針、
RF2000、RF3000） ボスト
ン・サイエンティフィッ
ク社（製品名：Cool-tip
針、RFジェネレーターCC-
1）radionics社

下記※に記載する23機関

・トラフェルミン徐放化
ゼラチンハイドロゲル
（トラフェルミン(製品
名：フィブラストスプ
レー)については科研製薬
にて製造）

なし

※協力医療機関

・群馬大学医学部附属病院
・大阪大学医学部附属病院
・三重大学医学部附属病院
・旭川厚生病院
・栃木県立がんセンター
・茨城県立中央病院

・聖マリアンナ医科大学病院
・京都第一赤十字病院
・関西医科大学附属　枚方病院
・大阪市立大学医学部附属病院
・岡山大学病院
・琉球大学医学部附属病院

・手稲渓仁会病院
・防衛医科大学校病院
・がん研究会有明病院
・静岡県立静岡がんセンター
・愛知県がんセンター　中央病院
・金沢大学附属病院

・奈良県立医科大学附属病院
・国立病院機構四国がんセンター
・高知医療センター
・福岡大学病院
・敬愛会　中頭病院

取り下げ又は削除理由 医薬品・医療機器情報 申請医療機関 協力医療機関

・胎児胸水排出用シャン
ト（製品名：胎児シャン
ト）八光社

・筑波大学附属病院
・神奈川県立こども医療セ
ンター
・国立循環器病センター
・聖隷浜松病院
・山口大学医学部附属病院
・長良医療センター

先進医療に係る取り下げ等について

告示
番号

先進医療名 適応症
承認
状況

取り下げ受付日又は
削除年月日

先進医療会議

1

TJBLS
楕円

TJBLS
スタンプ



1

１．医科 （別紙）
新たな保険適用 区分Ａ２（特定包括）（特定の診療報酬項目において包括的に評価されているもの） 保険適用開始年月日：平成24年12月1日

薬事法承認番号 販売名 保険適用希望者 特定診療報酬算定医療機器の区分

21400BZY00223000 マスタースクリーン ＩＯＳ 株式会社フクダ産業 呼吸抵抗計（広域周波数）

21400BZY00223000 電子スパイロメータ

21700BZY00318000 アイクリア ジェイ・ヒューイット株式会社 光線治療器（Ⅱ）

21800BZZ10102000 酸歩自由（フリー） 株式会社群馬コイケ 酸素供給調節器

221AFBZX00122000 ニロモニタ ＮＩＲＯ－２００ＮＸ 浜松ホトニクス株式会社 光トポグラフィー

22400BZX00352000 Ｖａｌｏｎ マルチスポットレーザ光凝固装置 株式会社日本ルミナス 眼科用光凝固装置

22400BZX00353000 Ｖｉｓｉｏｎ Ｏｎｅ マルチカラーレーザ光凝固装置 株式会社日本ルミナス 眼科用光凝固装置

22400BZX00385000 ＦＬＯＷ－ｉ 麻酔システム マッケ・ジャパン株式会社 麻酔器 （Ⅱ）

22400BZX00387000 ｄａＶｉｎｃｉ Ｓｉ サージカルシステム インテュイティブサージカル株式会社 手術用ロボット手術ユニット

22400BZX00393000 タッチワンデュオ 大陽日酸株式会社 酸素供給調節器

224AABZX00070000 Ｉｎｔｅｒａｃｏｕｓｔｉｃｓ エクリプス オーティコン株式会社 誘発反応測定装置

224AABZX00070000 ＯＡＥ検査装置

224AABZX00110000 ＭＡＩＣＯ イージーティンプ オーティコン株式会社 インピーダンスオージオメータ（Ⅱ）

224AABZX00110000 インピーダンスオージオメータ（Ⅲ）

224AABZX00118000 Ｉｎｔｅｒａｃｏｕｓｔｉｃｓ タイタン オーティコン株式会社 誘発反応測定装置

224AABZX00118000 ＯＡＥ検査装置

224AABZX00118000 インピーダンスオージオメータ（Ⅱ）

224AABZX00118000 インピーダンスオージオメータ（Ⅲ）

224AABZX00151000 ３次元眼底像撮影装置 ３Ｄ ＯＣＴ－１ 株式会社トプコン 眼底三次元画像解析装置

224AABZX00151000 眼底カメラ（Ⅰ）

224AABZX00154000 ＭＡＩＣＯ ＭＢ１１　聴性誘発反応測定装置 オーティコン株式会社 誘発反応測定装置

224AABZX00155000 デジタル脳波計 ＧＥＳ３００クリニカル 株式会社ミユキ技研 脳波計

224AABZX00157000 Ｉｎｔｅｒａｃｏｕｓｔｉｃｓ エクリプス Ｍ オーティコン株式会社 誘発反応測定装置

224AABZX00157000 ＯＡＥ検査装置

224AABZX00160000 電子内視鏡 ＥＮ－５８０Ｔ 富士フイルム株式会社 内視鏡

224ABBZX00165000 小腸ビデオスコープ ＯＬＹＭＰＵＳ ＳＩＦ ＴＹＰＥ Ｙ０００７ オリンパスメディカルシステムズ株式会社 内視鏡

224ABBZX00173000 コーワ ＦＭ－７００ 興和株式会社 レーザ前房蛋白細胞数検査装置

224AFBZX00129000 Ｓｔｒｙｋｅｒ アースロスコープ 日本ストライカー株式会社 内視鏡

224AIBZX00042000 ポラリスカイネ ＰＯ－Ｓ ミナト医科学株式会社 低周波治療器

224AIBZX00062000 ポラリスカイネ ＰＯ－３ｉ ミナト医科学株式会社 低周波治療器

224AIBZX00063000 フォルティア 株式会社日本メディックス 低周波治療器

224ALBZX00037000 メディパルエース 有限会社ＭＡＳＩ パルスオキシメータ

中医協 総－４ 
２４．１２．１９ 
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薬事法承認番号 販売名 保険適用希望者 決定機能区分
償還価格

(円)
20200BZZ00672000 トリアセテートホローファイバーダイアライザー ニプロ株式会社 006 在宅血液透析用特定保険医療材料(回路を含む｡) (1) ﾀﾞｲｱﾗｲｻﾞｰ ⑪ ﾎﾛｰﾌｧｲﾊﾞｰ型及び積層

型(ｷｰﾙ型)(膜面積2.0㎡以上)(Ⅳ)
¥1,730

20200BZZ00672000 040 人工腎臓用特定保険医療材料(回路を含む｡) (1) ﾀﾞｲｱﾗｲｻﾞｰ ⑪ ﾎﾛｰﾌｧｲﾊﾞｰ型及び積層型(ｷｰ
ﾙ型)(膜面積2.0㎡以上)(Ⅳ)

¥1,730

21000BZZ00570000 バクスターカテーテル 富士システムズ株式会社 052 腹膜透析用ｶﾃｰﾃﾙ (1) 長期留置型 ② 逆U字型 ¥107,000

22300BZX00032000 カネカＰＴＡカテーテル ＰＥ－Ｗ２ 株式会社カネカ 133 血管内手術用ｶﾃｰﾃﾙ (3) PTAﾊﾞﾙｰﾝｶﾃｰﾃﾙ ① 一般型 ｱ 標準型 ¥54,100

22300BZX00251000 メラエクセライン回路ＨＰ２ 泉工医科工業株式会社 127 人工心肺回路 (6) 個別機能品 ④ 心筋保護用貯液槽 ¥12,300

22400BZX00243000 キャプディール保護キャップセット テルモ株式会社 001 腹膜透析液交換ｾｯﾄ (1) 交換ｷｯﾄ ¥538

22400BZX00243000 053 腹膜透析液交換ｾｯﾄ (1) 交換ｷｯﾄ ¥538

22400BZX00243000 004 腹膜透析液交換ｾｯﾄ (1) 交換ｷｯﾄ ¥538

22400BZX00295000 Ｐｅｎｕｍｂｒａ　ＰＸ４００　マイクロカテーテル 株式会社メディコスヒラタ 010 血管造影用ﾏｲｸﾛｶﾃｰﾃﾙ (1) ｵｰﾊﾞｰｻﾞﾜｲﾔｰ ③ ﾃﾞﾀｯﾁｬﾌﾞﾙｺｲﾙ用 ¥59,600

22400BZX00339000 ＣＤＨ ＳＯＬＥＲＡ ＬＯＮＧＩＴＵＤＥ スパイナルシステム メドトロニックソファモアダネック株式会社 064 脊椎固定用材料 (1) 脊椎ﾛｯﾄﾞ ¥49,000

22400BZX00346000 ＶｕｅＰｏｉｎｔ ＯＣＴ フィクセイションシステム ニューベイシブジャパン株式会社 064 脊椎固定用材料 (1) 脊椎ﾛｯﾄﾞ ¥49,000

22400BZX00346000 064 脊椎固定用材料 (2) 脊椎ﾌﾟﾚｰﾄ(S) ¥40,000

22400BZX00346000 064 脊椎固定用材料 (4) 椎体ﾌｯｸ ¥73,700

22400BZX00346000 064 脊椎固定用材料 (5) 脊椎ｽｸﾘｭｰ(固定型) ¥80,900

22400BZX00346000 064 脊椎固定用材料 (6) 脊椎ｽｸﾘｭｰ(可動型) ¥103,000

22400BZX00346000 064 脊椎固定用材料 (7) 脊椎ｺﾈｸﾀｰ ¥46,400

22400BZX00346000 064 脊椎固定用材料 (8) ﾄﾗﾝｽﾊﾞｰｽ固定器 ¥66,500

22400BZX00349000 コンティニュームＩＴシェル＆Ｌｏｎｇｅｖｉｔｙ ＩＴライナー Ⅱ ジンマー株式会社 057 人工股関節用材料 (1) 骨盤側材料 ① 臼蓋形成用ｶｯﾌﾟ(Ⅰ) ｲ 特殊型(Ⅰ) ¥180,000

22400BZX00349000 057 人工股関節用材料 (1) 骨盤側材料 ④ ﾗｲﾅｰ(Ⅰ) ¥56,100

22400BZX00373000 ＣＤＨ ＳＯＬＥＲＡ ５．５／６．０ スパイナルシステム メドトロニックソファモアダネック株式会社 064 脊椎固定用材料 (1) 脊椎ﾛｯﾄﾞ ¥49,000

22400BZX00373000 064 脊椎固定用材料 (5) 脊椎ｽｸﾘｭｰ(固定型) ¥80,900

22400BZX00373000 064 脊椎固定用材料 (6) 脊椎ｽｸﾘｭｰ(可動型) ¥103,000

22400BZX00374000 ＣＤＨ ＳＯＬＥＲＡ ５．５／６．０ スパイナルシステム Ｔｉロッド メドトロニックソファモアダネック株式会社 064 脊椎固定用材料 (1) 脊椎ﾛｯﾄﾞ ¥49,000

22400BZX00375000 ＣＤＨ ＳＯＬＥＲＡ ５．５／６．０ スパイナルシステム ＣｐＴｉロッド メドトロニックソファモアダネック株式会社 064 脊椎固定用材料 (1) 脊椎ﾛｯﾄﾞ ¥49,000

22400BZX00384000 メリット ＡＳＡＰ アスピレーションカテーテル スーガン株式会社 133 血管内手術用ｶﾃｰﾃﾙ (9) 血栓除去用ｶﾃｰﾃﾙ ③ 経皮的血栓除去用 ¥51,800

22400BZX00386000 ＶＬＩＦＴ バーテブラルボディ リプレイスメント システム 日本ストライカー株式会社 078 人工骨 (2) 専用型 ⑤ 椎体固定用 ｲ その他 ¥345,000

22400BZX00389000 バリアックス鎖骨ロッキングプレート 日本ストライカー株式会社 061 固定用内副子(ﾌﾟﾚｰﾄ) (7) 骨端用ﾌﾟﾚｰﾄ(生体用合金Ⅰ) ¥84,300

22400BZX00390000 ヘッドウェイ テルモ株式会社 010 血管造影用ﾏｲｸﾛｶﾃｰﾃﾙ (1) ｵｰﾊﾞｰｻﾞﾜｲﾔｰ ③ ﾃﾞﾀｯﾁｬﾌﾞﾙｺｲﾙ用 ¥59,600

22400BZX00391000 ＺＮＮ ＣＭネイルシステム ジンマー株式会社 073 髄内釘 (1) 髄内釘 ③ 大腿骨頸部型 ¥171,000

22400BZX00391000 073 髄内釘 (2) 横止めｽｸﾘｭｰ ② 大腿骨頸部型 ¥54,000

22400BZX00392000 バリアックス ディスタル フィブラ ストレートプレート 日本ストライカー株式会社 061 固定用内副子(ﾌﾟﾚｰﾄ) (7) 骨端用ﾌﾟﾚｰﾄ(生体用合金Ⅰ) ¥84,300

22400BZX00394000 ＰＥＰＡダイアライザーＦＤＷ 日機装株式会社 006 在宅血液透析用特定保険医療材料(回路を含む｡) (1) ﾀﾞｲｱﾗｲｻﾞｰ ⑤ ﾎﾛｰﾌｧｲﾊﾞｰ型及び積層
型(ｷｰﾙ型)(膜面積1.5㎡未満)(Ⅴ)

¥1,800

22400BZX00394000 006 在宅血液透析用特定保険医療材料(回路を含む｡) (1) ﾀﾞｲｱﾗｲｻﾞｰ ⑩ ﾎﾛｰﾌｧｲﾊﾞｰ型及び積層
型(ｷｰﾙ型)(膜面積1.5㎡以上2.0㎡未満)(Ⅴ)

¥1,820

22400BZX00394000 006 在宅血液透析用特定保険医療材料(回路を含む｡) (1) ﾀﾞｲｱﾗｲｻﾞｰ ⑫ ﾎﾛｰﾌｧｲﾊﾞｰ型及び積層
型(ｷｰﾙ型)(膜面積2.0㎡以上)(Ⅴ)

¥1,870

22400BZX00394000 040 人工腎臓用特定保険医療材料(回路を含む｡) (1) ﾀﾞｲｱﾗｲｻﾞｰ ⑤ ﾎﾛｰﾌｧｲﾊﾞｰ型及び積層型(ｷｰ
ﾙ型)(膜面積1.5㎡未満)(Ⅴ)

¥1,800

22400BZX00394000 040 人工腎臓用特定保険医療材料(回路を含む｡) (1) ﾀﾞｲｱﾗｲｻﾞｰ ⑩ ﾎﾛｰﾌｧｲﾊﾞｰ型及び積層型(ｷｰ
ﾙ型)(膜面積1.5㎡以上2.0㎡未満)(Ⅴ)

¥1,820

22400BZX00394000 040 人工腎臓用特定保険医療材料(回路を含む｡) (1) ﾀﾞｲｱﾗｲｻﾞｰ ⑫ ﾎﾛｰﾌｧｲﾊﾞｰ型及び積層型(ｷｰ
ﾙ型)(膜面積2.0㎡以上)(Ⅴ)

¥1,870

新たな保険適用 区分Ｂ（個別評価）（材料価格が個別に設定され評価されているもの） 保険適用開始年月日：平成24年12月1日
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薬事法承認番号 販売名 保険適用希望者 決定機能区分
償還価格

(円)

新たな保険適用 区分Ｂ（個別評価）（材料価格が個別に設定され評価されているもの） 保険適用開始年月日：平成24年12月1日

22400BZX00396000 ＥＮＤＵＲＡＮＴⅡステントグラフトシステム 日本メドトロニック株式会社 146 大動脈用ｽﾃﾝﾄｸﾞﾗﾌﾄ (1) 腹部大動脈用ｽﾃﾝﾄｸﾞﾗﾌﾄ(ﾒｲﾝ部分) ¥1,520,000

22400BZX00396000 146 大動脈用ｽﾃﾝﾄｸﾞﾗﾌﾄ (2) 腹部大動脈用ｽﾃﾝﾄｸﾞﾗﾌﾄ(補助部分) ¥286,000

22400BZX00399000 イマージＰＴＣＡバルーンカテーテル ボストン・サイエンティフィック ジャパン株式会社 130 心臓手術用ｶﾃｰﾃﾙ (1) 経皮的冠動脈形成術用ｶﾃｰﾃﾙ ① 一般型 ¥79,100

22400BZX00400000 ＲＫＳ脛骨プレート 京セラメディカル株式会社 058 人工膝関節用材料 (4) ｲﾝｻｰﾄ(Ⅰ) ¥61,300

22400BZX00401000 ノーベル ＶＢＲ スパイナル ＰＥＥＫシステム 株式会社アルファテック・パシフィック 078 人工骨 (2) 専用型 ⑤ 椎体固定用 ｱ 1椎体用 ¥174,000

22400BZX00402000 プロファイル プレート（滅菌） 日本ストライカー株式会社 061 固定用内副子(ﾌﾟﾚｰﾄ) (1) ｽﾄﾚｰﾄﾌﾟﾚｰﾄ(生体用合金Ⅰ･S) ¥21,500

22400BZX00402000 061 固定用内副子(ﾌﾟﾚｰﾄ) (7) 骨端用ﾌﾟﾚｰﾄ(生体用合金Ⅰ) ¥84,300

22400BZX00402000 061 固定用内副子(ﾌﾟﾚｰﾄ) (9) その他のﾌﾟﾚｰﾄ ① 標準 ｱ 指骨､頭蓋骨､顔面骨､上下顎骨用 ⅰ ｽﾄ
ﾚｰﾄ型･異形型

¥13,900

22400BZX00402000 063 固定用内副子用ﾜｯｼｬｰ､ﾅｯﾄ類 (1) ﾜｯｼｬｰ(Ⅰ) ¥2,860

22400BZX00403000 コロエントシステム チタンケージ ナカシマメディカル株式会社 078 人工骨 (2) 専用型 ⑤ 椎体固定用 ｱ 1椎体用 ¥174,000

22400BZX00404000 ＡＶＳ Ｎａｖｉｇａｔｏｒ インターボディケージ 日本ストライカー株式会社 078 人工骨 (2) 専用型 ⑤ 椎体固定用 ｱ 1椎体用 ¥174,000

22400BZX00405000 オプティマイズドＰＣＯ コヴィディエンジャパン株式会社 099 組織代用人工繊維布 (2) ﾍﾙﾆｱ修復･胸壁補強用 ③ 腹膜欠損用 1㎠当たり\394

22400BZX00406000 ＣＢＣ セメントレス ステム 株式会社マティス 057 人工股関節用材料 (2) 大腿骨側材料 ① 大腿骨ｽﾃﾑ(Ⅰ) ｱ 標準型 ¥507,000

22400BZX00408000 ＣＢＨ ボーン プリザービング ステム 株式会社マティス 057 人工股関節用材料 (2) 大腿骨側材料 ① 大腿骨ｽﾃﾑ(Ⅰ) ｱ 標準型 ¥507,000

22400BZX00409000 トライジェン ロープロファイルスクリュー スミス・アンド・ネフュー オーソペディックス株式会
社

073 髄内釘 (2) 横止めｽｸﾘｭｰ ① 標準型 ¥21,400

22400BZX00412000 Ｖ－１４ガイドワイヤー ボストン・サイエンティフィック ジャパン株式会社 012 血管造影用ｶﾞｲﾄﾞﾜｲﾔｰ (3) 微細血管用 ¥16,300

22400BZX00415000 未滅菌 ベアー スカルフィット 株式会社ベアーメディック 071 ｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞ人工関節及びｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞ人工骨 (2) ｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞ人工骨 ② ｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞ人工骨(M) ¥924,000

22400BZX00415000 071 ｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞ人工関節及びｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞ人工骨 (2) ｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞ人工骨 ① ｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞ人工骨(S) ¥818,000

22400BZX00415000 071 ｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞ人工関節及びｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞ人工骨 (2) ｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞ人工骨 ③ ｶｽﾀﾑﾒｲﾄﾞ人工骨(L) ¥947,000

22400BZX00416000 コロエントシステム チタンケージＸ ナカシマメディカル株式会社 078 人工骨 (2) 専用型 ⑤ 椎体固定用 ｱ 1椎体用 ¥174,000

22400BZX00417000 Ａｄｌｅｒ－Ｇｅｎｕｓ セメンテッド人工膝関節システム 株式会社ロバート・リード商会 058 人工膝関節用材料 (1) 大腿骨側材料 ② 全置換用材料(Ⅱ) ¥275,000

22400BZX00417000 058 人工膝関節用材料 (2) 脛骨側材料 ② 全置換用材料(Ⅱ) ¥166,000

22400BZX00417000 058 人工膝関節用材料 (3) 膝蓋骨材料 ① 膝蓋骨置換用材料(Ⅰ) ¥41,700

22400BZX00417000 058 人工膝関節用材料 (4) ｲﾝｻｰﾄ(Ⅰ) ¥61,300

224ABBZX00141000 腎・尿管用ＮＴバスケット鉗子シリーズ オリンパスメディカルシステムズ株式会社 137 腎･尿管結石除去用ｶﾃｰﾃﾙｾｯﾄ ¥34,900
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２．歯科

薬事法承認番号 販売名 保険適用希望者 決定機能区分
償還価格

(円)
223ABBZX00056000 シグナム オペーク Ｆ ヘレウス クルツァー ジャパン株式会社 040 歯冠用光重合硬質ﾚｼﾞﾝ 1g\694

22400BZX00398000 ＥＬ－ＢｉＯインプラント 株式会社プラントンジャパン 024 ｲﾝﾌﾟﾗﾝﾄ体 (1) 標準型(Ⅰ) ¥19,300

224ABBZX00146000 シグナム コンポジット ヘレウス クルツァー ジャパン株式会社 040 歯冠用光重合硬質ﾚｼﾞﾝ 1g\694

224ACBZX00057000 ギンガ スーパーコアー ハイデンタル・ジャパン株式会社 011 歯科鋳造用銀合金 第1種(銀60%以上ｲﾝｼﾞｳﾑ5%未満 JIS適合品) 1g\109

224ACBZX00057A01 イソライト スーパーコア ハイデンタル・ジャパン株式会社 011 歯科鋳造用銀合金 第1種(銀60%以上ｲﾝｼﾞｳﾑ5%未満 JIS適合品) 1g\109

224AFBZX00108000 シャイニーシルバー 株式会社アイディエス 012 歯科鋳造用銀合金 第2種(銀60%以上ｲﾝｼﾞｳﾑ5%以上 JIS適合品) 1g\145

224AKBZX00119000 ダニー コーテッド ニッケルチタン ワイヤー フォレスタデント・ジャパン株式会社 020 超弾性矯正用線(丸型及び角型) 1本\527

224AKBZX00120000 ダニー コーテッド ステンレス ワイヤー フォレスタデント・ジャパン株式会社 016 矯正用線(丸型) 1本\355

224AKBZX00120000 017 矯正用線(角型) 1本\261

224AKBZX00130000 オパールバンドセメント ＵＬＴＲＡＤＥＮＴ ＪＡＰＡＮ株式会社 037 ﾀﾞｲﾚｸﾄﾎﾞﾝﾄﾞ用ﾎﾞﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ材 1g\834

新たな保険適用 区分Ｂ（個別評価）（材料価格が個別に設定され評価されているもの） 保険適用開始年月日：平成24年12月1日

TJBLS
楕円



１ 

長期収載品の薬価のあり方等について 
～中間とりまとめ（案）～ 

 
後発医薬品と先発医薬品の薬価の差、長期収載品（先発医薬品）の薬価及

び後発医薬品への置き換えについて、平成 24 年度薬価制度改革以降 6 回に

わたって議論が行われた。関係業界からの意見聴取も踏まえ、｢次期薬価制

度改革｣に向けて、長期収載品の薬価のあり方について以下のとおり中間と

りまとめを行った。 
 

１．後発医薬品と先発医薬品の薬価の差について 
イ）市場実勢価格を反映することを原則とした上で、先発医薬品と後発医

薬品の薬価の差が存在することを許容することとする。 
 
ロ）なお、以下の指摘に関しては、今後の議論の中で検討することとする。 
 ・最初に後発医薬品が出たときの先発医薬品と後発医薬品の薬価の差は

どの程度が適正かについて 
 
２．長期収載品（先発医薬品）の薬価及び後発品への置き換えについて 

イ）長期収載品の薬価については、市場実勢価格を反映することを原則と

するが、一定期間を経ても後発品への適切な置き換えが図られていない

場合には、特例的な引き下げを行い、薬価を見直すというルールを導入

することとする。 
また、新薬創出・適応外薬解消等促進加算について、その効果を十分

に検証した上で、導入についても併せて議論することとする。 
 
ロ）なお、以下の指摘に関しては、今後の議論の中で検討することとする。 
 ・試行導入した新薬創出・適応外薬解消等促進加算の効果を踏まえた上

で、長期収載品の薬価をどこまで下げることが可能であるかについて 
 ・「初めて後発品が薬価収載された既収載品の薬価の改定の特例」の引

き下げ幅について 
 

ハ）後発品への置換えについては、今後、後発品置換え率を指標として用

いることとする（後発品置換え率：〔後発品の数量〕／（〔後発品のある

先発品の数量〕＋〔後発品の数量〕））。 
また、今後も後発品の積極的な使用を促進することとし、当面の目標

としては、当該指標を用いた上で、例えば、今の日本に近いフランス等

の後発品置換え率が参考になるとの意見があった。  
なお、目標とする場合は、まず欧米の価格及び後発品置換え率の関係

について確認すべきとの意見があった。 

中 医 協  総 － ５ 

２４．１２．１９ 



歯科用貴金属の告示価格の改定に伴う歯科医療費への影響について 

 

 

 
改定時期 

平成 23年 4月 平成 23年 10月 

歯科鋳造用金銀パラジウム

合金の告示価格 

（円／g） 

878円 1,028円 

告示価格の改定に伴う歯科

医療費への推計影響率（％） 
約＋0.4％ 約＋0.8％ 

 

 

注） 

・推計影響率は、各年 6月に実施される社会医療診療行為別調査の結果をもとに歯科医療費

に与える影響を推計した値。 

 

・平成 23 年 10月の随時改定の影響は、当該年度の後半 6ヶ月分の歯科診療にのみ影響を与

えることになる。 

 

・東日本大震災等の特殊要因については、加味を行っていない値。 

 

1

TJBLS
楕円

TJBLS
スタンプ
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